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（項目１） 

財 務 状 況 

 

①当期総利益又は総損失 総利益            808 億円

②利益剰余金又は繰越欠損金 利益剰余金          716 億円

③-1 当期一般勘定運営費交付金債務 0.0 億円（執行率 100.3％）

③-2 当期共済勘定運営費交付金債務 0.7 億円（執行率 94.0％）

③-3 当期保険勘定運営費交付金債務 0.4 億円（執行率 74.7％）

④利益の発生要因 

及び 

目的積立金の申請状況 

平成21年度の決算状況は、各勘定において収支相償ないし

当期総利益を計上したところである。なお、各勘定における利

益の主な発生要因等については、次のとおりである。 

[一般勘定及び共済勘定] 

事業費等の適正な執行等により収支相償となった。 

[長寿・子育て・障害者基金勘定] 

運用収入の範囲内で事業を実施したこと、また、退職給付引

当金戻入益が発生したことにより、当期総利益は808百万円

となった。 

なお、平成22年度から当該事業の財源が運用収入から補助

金に変更となったことにより目的積立金を申請していない。 

[保険勘定] 

保険勘定は、約1,600百万円の当期総利益が発生。 

これは運用環境の好転により運用益を確保できたことによ

るものである。 

なお、当期総利益は独立行政法人通則法第44条第1項に基

づき、繰越欠損金11,235百万円の解消に充てるため、目的積

立金として申請していない。 

[年金担保貸付勘定及び労災年金担保貸付勘定] 

年金担保貸付勘定は381百万円、労災年金担保貸付勘定は7

百万円の当期総利益が発生。 

これは、財投機関債による調達金利を引き下げることができ

たこと、また、業務運営コストを適切に貸付金利に反映したこ

とにより調達金利と貸付金利における金利差を確保できたこ

とによるものである。 

なお、当期総利益は次年度以降の貸付金利引き下げの財源と



 

 

して充当する予定であるため目的積立金として申請していな

い。 

[承継債権管理回収勘定] 

貸付金利息収入を確保したことにより、当期総利益は

78,008百万円となった。 

なお、当期総利益は機構法に基づき翌年度国庫納付すること

とされているので、目的積立金として申請していない。 

⑤100 億円以上の利益剰

余金又は繰越欠損金が

生じている場合の対処

状況 

[承継債権管理回収勘定] 

貸付金利息収入を確保したことにより、利益剰余金78,008

百万円を計上しているが、当該利益剰余金は機構法に基づき翌

年度国庫納付することとされている。 

⑥運営費交付金の執行

率が９０％以下となっ

た理由 

運営費交付金を交付されている勘定は、一般勘定、共済勘定

及び保険勘定であり、当該年度の執行率はそれぞれ100.3％、

94.0％、74.7％となっている。 

なお、保険勘定においては、実施する事業の精査を行うなど

経費の節減を実施したことにより、執行率が90％以下となっ

たものである。 

 



 

 

（項目２） 

保有資産の管理・運用等 

 

①保有資産の活用状況

とその点検 

[省内事業仕分けに向けて検討した現有資産の活用状

況、処分可能資産についての検証状況] 

職員宿舎（72戸）については、全廃も視野に入れ、

段階的に縮減を図る。 

[固定資産の減損] 

平成19年12月に閣議決定された整理合理化計画

「各独立行政法人について講ずべき措置」で保有資産

の見直しとして、「共有法人と協議を行い、整理につい

て検討する」こととされた公庫総合運動場について、

平成21年6月末に閉鎖し、減損の認識に至った。 

②不要財産となったも

のの内容とその処分方

針 

[宿舎等] 

（内容） 

独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日

閣議決定）において、宝塚宿舎（兵庫県宝塚市、戸建

３戸）、川西宿舎（兵庫県川西市、戸建１戸）、千里山

田宿舎（大阪府吹田市、区分所有建物２戸）及び戸塚

宿舎（横浜市戸塚区、集合住宅１棟）を売却すること

及び公庫総合運動場の整理について検討することとさ

れた。 

（処分方針） 

○ 戸塚宿舎、宝塚等（７件）については、平成20年

12月22日に一般競争入札を実施したが、金融危機

の影響を受け入札価格が予定価格を大幅に下回り、

不落（不調）に終わった。このため、不動産市況を

注視しつつも、宿舎売却の媒介業者と適時協議を行

い、売却手続き再開のため、平成21年12月１日価

格時点で、不動産鑑定評価を行った。（平成22年度

中に入札手続きを実施） 

○ 公庫総合運動場については、国及び共有法人

と協議を行い、平成21年６月末に施設を閉鎖し、同

年12月９日にクラブハウス等の解体撤去工事を完

了し、平成22年3月19日に土地の分筆登記を完了し

た。（平成22年度中を目途に三鷹市及び関係機関と

調整の上、入札手続きを実施） 

[長寿・子育て・障害者基金] 

（内容） 



 

 

平成２１年１１月の行政刷新会議の事業仕分け結果

を踏まえ、「長寿・子育て・障害者基金」の出資金を平

成２２年度中に国庫返納する。 

また、長寿・子育て・障害者基金勘定における積立

金等についても、国庫返納を予定している。 

（処分方針） 

保有債券の処分方法は検討中である。 



 

 

■心身障害者扶養保険事業 

③資金運用の状況 

１ 資金運用の実績 

平成21年度のベンチマーク収益率との差は、外国株

式の影響を受けて▲1.65%となったところであるが、

運用利回りについては、厚生労働大臣が別途指示する

運用利回り2.8%を上回る5.70%の運用実績を確保す

ることができ、前年度（▲5.89%）より大幅に改善し

たため、繰越欠損金が16億円減少した。（平成20年度

末112億円⇒平成21年度末96億円） 

［平成21年4月～平成22年3月（年率）］ 

区   分 
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ 

収益率 
運用実績 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ差 

有
価
証
券 

国内
債券 2.04％ 1.92％ ▲0.12％ 

株式 28.47％ 28.47％ 0.00％ 

外国
債券 0.18％ 0.03％ ▲0.15％ 

株式 46.75％ 45.13％ ▲1.63％ 

短 期 資 産    0.08％ 0.18％ 0.11％ 

合 計 7.35％ 5.70％ ▲1.65％ 

 

２ 資金運用の基本的方針 

資金の運用については、制度に起因する資金の特性

を十分に踏まえ、厚生労働大臣の認可を受けた金銭信

託契約の内容に基づき、長期的な観点から安全かつ効

率的に行うことにより、将来にわたって扶養保険事業

の運営の安定に資することを目的として行っている。

このため、分散投資を基本として、長期的に維持すべ

き資産構成割合を、心身障害者扶養保険資産運用委員

会（資産運用に精通した外部専門家により構成される

組織をいう。）の議を経た上で策定し、心身障害者扶養

保険資金の運用を行っている。 

○厚生労働省の役割 

⇒ 福祉医療機構に対し、達成すべき中期目標等

を指示（基本的考え方、運用の目標、運用利回

り、運用手法等） 

⇒ 心身障害者扶養保険制度全般の合理的かつ円

滑な運営の確保 

○福祉医療機構の役割 

⇒ 厚生労働大臣から指示された中期目標等を踏

まえて運用を実行（基本ポートフォリオの策定、

運用受託機関の選定、評価ベンチマークの設定、

運用の基本方針の策定） 



 

 

⇒ 運用実績の検証及び財務状況の検証を実施

し、その結果を厚生労働省に対し報告 

○運用受託機関の役割 

⇒ 運用の基本方針及び運用ガイドライン等に基

づき資産運用（ベンチマーク収益率の確保） 

⇒ 福祉医療機構に対し毎月運用実績を報告 

 

３ 福祉医療機構の責任 

心身障害者扶養保険事業の安定的な運営を図り、将

来にわたり障害者に対する年金給付を確実に行うた

め、毎年度、心身障害者扶養保険事業の財政状況を検

証するとともに、加入者等に対し公表する。 

なお、検証の結果は、厚生労働省に報告するととも

に、将来的に当該事業の安定的な運営に支障が見込ま

れる場合には、厚生労働大臣に対しその旨申出をする。

 

 



 

 

■長寿・子育て・障害者基金事業 

③資金運用の状況 

１ 資金運用の実績 

財投機関債を中心とした運用を行い、再運用した

276億円について、長期金利指標である国債の平均利

回り1.46%を0.23%上回る1.69％の実績を上げた。

《平均運用利回り》 

平成21年度実績 国債の平均利回り 差引き 

1.69% 1.46% 0.23% 

 

２ 資金運用の基本的方針 

安全で安定的な運用収益を確実に上げるため、ラダ

ー型運用（10年債を中心とした運用により収益を確保

することとし、将来に向けて毎年度基金原資の1割が償

還時期を迎え再運用ができるようなポートフォリオを

作成し運用）を計画的に構築しており、平成20年度に

おいてその完成年度を早めるための運用計画の見直し

を行ったところである。 

なお、ラダー型運用は、基本的に債券を満期まで保

有することとなるため、時価又は為替相場の変動等の

影響を受けることはないものである。 

 

 



 

 

■福祉医療貸付事業 

④債権の回収状況と関

連法人への貸付状況 

１ 貸付金の状況 

福祉医療貸付事業に係る貸付金の状況は次のとおり

である。 
区 分 件 数 金 額 

貸 付 実 行 1,492 件 1,846 億円 

回  収 1,020 件 2,817 億円 

 うち債権償却 8 件 6 億円 

貸 付 残 高 22,173 件 3 兆 1,452 億円 

 

２ 貸付金の回収計画 

福祉医療貸付事業においては、当機構は、金銭消費貸

借契約の内容により作成した償還約定表に基づき、償還

日に貸付先から償還元金及び貸付金利息の回収を行う

とともに、入金状況を把握するなど、回収金等の管理を

実施している。 

 

３ 回収計画の実施状況の評価 

福祉医療貸付事業におけるリスク管理債権について

は、施設を取り巻く厳しい経営環境を踏まえ、リスク管

理債権の動向を毎月役員等幹部に報告するとともに、発

生要因を分析し、分析結果を貸付関係部にフィードバッ

クするなど、リスク管理債権の抑制に努めているところ

である。 

なお、近年、リスク管理債権比率が増加しているが、

これは累次のマイナス報酬改定により医療、介護施設を

取り巻く経営環境が年々厳しくなり経営体力が低下す

る中、医師、看護師・介護職員の不足の影響を受けると

ともに、民間金融機関の貸出態度の悪化もあり、資金繰

りに支障を来す貸出先が増加したこと等が主たる要因

と考える。 

平成21年度末におけるリスク管理債権比率について

は2.49%となり、目標（1.56%）は達成できなかった

ものの、前年度より0.48%減少している。 

 

４ 回収計画の見直しの検討 

貸付先からの回収が滞った場合、直ちに状況を確認す

るとともに、回収計画の変更が必要と判断された場合に

は、貸付先から提出された改善計画書を基に、その事業

の公共性、経営状態等を十分に勘案の上、適正な審査を

実施し、貸出条件の緩和による経営の立て直しや再生を

支援しているところである。 



 

 

■年金担保貸付事業・労災年金担保貸付事業 

④債権の回収状況と関

連法人への貸付状況 

１ 貸付金の状況 

年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業に係る

貸付金の状況は次のとおりである。 
区 分 年金担保 労災年金担保 

貸 付 実 行 
1,868 億円

（213,087 件）
50 億円 

（3,731 件） 

回  収 
1,893 億円

（202,421 件）
51 億円 

（3,681 件） 

 うち債権償却
0 億円

（40 件）
0 億円 

（4 件） 

貸 付 残 高 
1,863 億円

（347,873 件）
50 億円 

（6,166 件） 

 

２ 貸付金の回収計画 

年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業におい

ては、機構法に基づき、年金受給者の年金受給権を担保

として小口資金の貸付けを行っており、回収に当たって

は各年金支給月に年金支給機関より当機構が受領する

年金から償還元金及び利息の回収を行っている。 

 

３ 回収計画の実施状況の評価 

回収計画の実施状況については、貸付金利の見直し時

に評価を行っている。 

また、信用保証機関の利用率が99.9％に達しており、

リスク管理債権の発生は保証履行がされない場合に限

定されるため、リスク管理債権比率は年金担保貸付事業

が0.19％、労災年金担保貸付事業が1.07％である。 

なお、両事業における比率に差が生じている主な要因

は、当機構がこれら事業を承継した際のリスク管理債権

比率の違いによるものである。 

 

４ 回収計画の見直しの検討 

受託金融機関に対する指導を徹底することにより、リ

スク管理債権の発生の減少を図っているところである。

 

 



 

 

■承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

④債権の回収状況と関

連法人への貸付状況 

１ 貸付金の状況 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務は、年金被保険

者に対する年金住宅融資等に係る債権の回収が終了す

るまでの間、当該債権の管理及び回収を行うものであ

る。平成21年度における回収状況等は次のとおりであ

る。 
区 分 件 数 金 額 

回  収 55,451 件 3,483 億円 

 うち債権償却 39 件 1 億円 

貸 付 残 高 424,940 件 2 兆 516 億円 

 

２ 貸付金の回収計画 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務においては、当

機構は、金銭消費貸借契約の内容により作成した償還年

次表に基づき、支払期日（基本的に9月と3月の年2回）

に、貸付先から、償還元金及び貸付金利息の回収を行う

とともに、入金状況を把握するなど、回収金等の管理を

実施している。 

 

３ 回収計画の実施状況の評価 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務におけるリス

ク管理債権については、毎年度決算時において評価を行

い、財務諸表において公表しているところである。 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務については、平

成17年1月末をもって新規融資を停止したことから、

貸付残高が減少することにより、貸付残高に占めるリス

ク管理債権の割合は増加する傾向にあり、平成21年度

においては4.60％になった。なお、承継年金住宅融資

等債権の94.1％は機関保証付き債権となっており、機

関保証付き債権を除いたリスク管理債権の割合は

1.20％である。 

 

４ 回収計画の見直しの検討 

延滞や貸倒れを防止するため、経済情勢の変化に伴う

ローン返済困窮者及び民事再生法の適用者などについ

ては、償還条件変更を実施し、将来にわたる円滑な元利

金の返済を確保する方策を講じている。 

 

 

 



 

 

■貸付事業に係る未収収益（貸付金利息） 

④債権の回収状況と関

連法人への貸付状況 

一般勘定、年金担保貸付勘定、労災年金担保貸付勘

定及び承継債権管理回収勘定において、貸付事業に係

る未収収益を計上しているところである。これは年度

内に発生した貸付金利息であり、翌年度の約定償還日

に貸付先から回収するものである。 

 



 

 

（項目３） 

組織体制・人件費管理 

（委員長通知別添一関係） 
 

①給与水準の状況 

   と 

 総人件費改革の進捗

状況 

１ 給与水準の状況 

◎指数の状況 

対国家公務員  １１９．１ 

地域勘案    １０５．９ 

学歴勘案    １１６．１ 

地域・学歴勘案 １０３．５ 
（注）地域勘案指数：民間賃金が高い地域の職員に支払われる

手当の有無を考慮した指数 

学歴勘案指数：学歴構成による給与水準の違いを考慮し

た指数 

 

◎国に比べて給与水準が高くなっている定量的な理由 

① 在勤地が大都市圏であること 

比較対象となる国家公務員の平均給与は全国平均

であるが、機構の在勤地は大都市圏（東京都特別区及

び大阪市）であり、地域差があること。 

（職員の割合…東京都特別区：88.8％、大阪市：

11.2％） 

② 大学卒以上の比率が高いこと 

国家公務員（行政職（一））の大学卒以上の比率は

50.0％（平成21年国家公務員給与等実態調査）であ

るのに対し、当機構職員の大学卒以上の比率は

86.0％となっており、学歴構成による差があること。 

③ 管理職比率が高いこと 

当機構は、特殊法人改革等の流れの中で、他組織か

らの事業承継が断続的に行われており、従来から実施

してきた福祉医療貸付事業等の６事業に加え、年金担

保貸付事業等を他組織から承継し、現在、８事業１業

務と多種多様な事業を行っており、事業承継の過程に

おいて、各事業毎に担当部署を設け、結果的に、全体

の管理監督者の比率が国家公務員と比較して高い傾

向にあること。 

④ 民間の金融部門における給与実態を勘案しているこ

と 

当機構は、福祉医療分野における政策金融を事業の

中核として行っており、金融に関する専門性を有する

公庫等の給与実態や民間における金融部門の給与実

態等を勘案しながら、必要な人材が確保できる水準と

してきたこと。 

 



 

 

◎給与水準の適切性の検証 

① 国からの財政支出について 

平成21年度支出予算の総額208,304百万円に対

し国からの財政支出額は39,940百万円（支出予算の

総額に占める国からの財政支出の割合：19.2％）で

あり、その内訳は、運営費交付金4,137百万円、退職

手当共済事業に係る給付費補助金25,923百万円、福

祉・医療貸付事業に係る利子補給金9,880百万円とな

っている。 

運営費交付金のうち給与、報酬等支給総額は2,096

百万円（支出総額に占める割合：1.0％）であり、国

からの財政支出を増加させる要因とはなっていない。 

② 累積欠損額 

平成20年度決算において累積欠損額は発生してい

ない。 

③ 法人の業績評価 

当機構は平成20年度業務実績について、評価委員

会の評価において17項目中１項目S（中期計画を大幅

に上回っている）、13項目Ａ（中期目標を上回ってい

る）評価を受けている。 

④ 支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合 

平成21事業年度決算における支出総額196,884

百万円に対し給与、報酬等支給総額2,096百万円であ

り、その割合は1.1％程度である。 

⑤ 管理職の割合 

平成22年度公表における事務・技術職員数214 

人のうち管理職は41人であり、その割合は19.2％と

なっている。 

上記措置により管理職の割合は減少傾向にあり、給

与水準引き下げの一要因となっている。 

⑥ 大卒以上の高学歴者の割合 

同214人のうち大卒以上の職員数は184人であ

り、その割合は86.0％となっている。 

 

◎講ずる措置 

○これまでに講じた措置 

・平成 16 年度において全職員の昇給を停止 

・平成 17 年１月に、国家公務員に先立って、職階と

等級の明確化及び昇給カーブの抑制を目的とした本

俸基準表の引下げを実施（平均△5.3%） 

・平成 16～19 年度にかけて、組織のスリム化の推進

（部長△２、次長△１、課長△５） 

・平成 21 年度に課長ポストを更に１ポスト削減 

 



 

 

○今後講ずる措置 

上記措置を講じてきた結果、年齢・地域・学歴差を

勘案した対国家公務員指数は減少傾向にあるが、給与

水準の適正化を引き続き着実に進めていくため、平成

22年度においては更に以下の取組みを実施している

ところである。 

・機構独自の措置として管理職層等を対象とした本俸

基準表の引き下げ（平均△1.0%）を図るとともに、

理事長の報酬を年 100 万円引き下げ（△5.6%） 

・管理職ポストの削減（課長△2） 

・特別都市手当（国の地域手当に相当）について、国

は平成 18 年度以降 6％引き上げ、平成 22 年度に

18％（東京都特別区）の支給割合となったが、当機

構は引き続き 12％に据え置き、抑制を継続する。 

・平成 21 年度より国に新設された本府省業務調整手

当に相当する手当は設けない。 

 

以上の措置により、平成22年度における年齢・地

域・学歴差を勘案した対国家公務員指数は102.5ポイ

ント程度と見込まれるが、今後とも国家公務員の給与

改定状況等を注視しつつ、必要となる措置を講じてい

くことにより、平成24年度（平成25年度公表）にお

ける年齢・地域・学歴差を勘案した対国家公務員指数

を概ね100ポイントとする。 

 

２ 総人件費の状況 

① 対前年度比における増減の要因について 

［給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の対前年度

要因］ 

平成20年度及び21年度の自己都合退職者が見込

みを下回ったことなどから（平成18年度14人、19

年度13人、20年度6人、21年度2人）、給与、報酬

等支給総額は対前年度比1.0％増となった。 

一方、退職者数の減少による退職手当支給額の減

少、法定外福利費の見直し等により、最広義人件費は

対前年度比で2.8％の削減となった。 

② 人件費削減の取組状況 

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）等に

基づく削減目標を確実に達成するため、業務の効率化

等により常勤職員数を抑制し、平成17年度を基準（平

成18年度に承継した年金住宅融資等債権管理回収業

務及び教育資金貸付けあっせん業務に係る２勘定に

ついては平成18年度実績額を基準）として中期計画



 

 

における人件費削減目標（５％）を上回る人件費削減

（11.4%）を実施した。 

②国と異なる、又は法人

独自の諸手当の状況 
機構の諸手当は、国に準じた支給内容となっている。

③福利厚生費の状況 

法定福利費   374,101 千円（＠1,321,912 円） 

法定外福利費   55,811 千円（＠197,212 円） 

（主な法定外福利費の内容） 

○ 住宅関連費用（宿舎の維持管理費等） 

○ 労働安全衛生法に基づく健康診断費用 

○ 永年勤続表彰費用 

（レクリエーションへの支出状況） 

レクリエーション経費は支出していない。 

（法定外福利費の見直し状況） 

永年勤続表彰については、厚生労働省において勤続

年数満20年及び満30年の者に対して永年勤続表彰

を行っていることを踏まえ、平成21年12月より実施

基準を見直し勤続年数満25年時点の表彰を廃止し

た。 

（健康保険料の労使負担割合の見直しの働きかけの状況）

厚生労働大臣からの労使負担割合の見直しに係る

要請を踏まえ、加入する健康保険組合に対して、平成

22年5月19日付で文書による依頼を行った。 

 

 



 

 

（項目３の２） 

○ 国家公務員再就職者の在籍状況 及び 

法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者注１の在籍状況 

  （平成 22 年 3 月末現在） 

      役  員注２ 職  員 

      常勤 非常勤 計 常勤 非常勤 計 

総  数   ６人  １人 ７人  ２６０人  ２３人 ２８３人

  
うち国家公務員

再就職者 
 １人  ０人 １人  ４人  ０人  ４人

  うち法人退職者  １人  ０人  １人 ３人  ０人  ３人

 
うち非人件費ポス

ト 
 ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人

  
うち国家公務員

再就職者 
 ０人  ０人  ０人 ０人 ０人  ０人

  うち法人退職者  ０人  ０人  ０人  ０人 ０人  ０人

注１ 「法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者」とは、法人職員が、定年退職等

の後、嘱託職員等として再度採用されたものをいう。（任期職員の再雇用を除く。） 

注２ 役員には、役員待遇相当の者（参与、参事等の肩書きで年間報酬額 1,000 万円以上

の者）を含む。 

注３ 「非人件費ポスト」とは、その年間報酬が簡素で効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律（平成 18 年法律第 47 号）第 53 条第 1項の規定により削減

に取り組まなければならないこととされている人件費以外から支出されているもの

（いわゆる総人件費改革の算定対象とならない人件費） 

 

④国家公務員再就職者

のポストの見直し 

一 国家公務員再就職者である役職員が就いているポス

トの名称 

［役員］理事 

［職員］総務部長、経理部長、福祉貸付部長、 

医療貸付部長 

二 一のポストの見直しの状況 

役員ポストは、平成 22 年 4 月より国家公務員再

就職者は 0 名となった。 

また、職員については現職者定年後、国家公務員

の再就職を解消することとした。（平成 22 年度末に

1 名減、 平成 23 年度末に 2 名減、平成 24 年度

末に 1 名減と段階的に解消） 

 



 

 

三 役員ポストの公募の実施状況 

平成 21 年 9 月 29 日の閣議決定（独立行政法人

等の役員人事に関する当面の方針について）を踏ま

え、国家公務員再就職者が就任していた理事ポスト

の公募を行った結果、適任者がおらず採用にいたら

なかった。なお、当該理事ポストについては、平成

22 年度から削減した。 

四 非人件費ポストの廃止状況 

該当ポストなし 

⑤独立行政法人職員の

再就職者の非人件費ポ

ストの見直し 

該当ポストなし 

 



独立行政法人福祉医療機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成21年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成21年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,019 11,736 4,648
1,408

227
（特別調整手当）

（通勤手当）
千円 千円 千円 千円

5,582 3,180 1,991
381
30

（特別調整手当）

（通勤手当）
7月18日 ＊

千円 千円 千円 千円

7,757 6,151 789
738
79

（特別調整手当）

（通勤手当）
9月3日 3月31日 ＊

前職
就任・退任の状況

法人の長

その他（内容）

A理事

B理事

役名

　役員の奨励手当について、役員給与規程第7条第6項の規定に基づき業績評価の結果
及び職務実績等を考慮のうえ、成績率に反映させた。
（参考）役員給与規程第7条第6項
　　 理事長は、前項の規定による奨励手当の額について、厚生労働省独立行政法人評価委員会
　が行う業績評価の結果及びその者の職務実績等を考慮し、これを増額し、又は減額することがで
　きる。

人事院勧告による国家公務員指定職の給与改定を踏まえ、以下の改正を
行った。
・俸給月額を約0.3%引き下げた。
・期末特別手当を期末手当（定率分）と奨励手当（成績査定分）に分割・再
編し、年間の支給月数を0.2月分引き下げた。

法人の長に同じ

該当者なし

法人の長に同じ

法人の長に同じ

1



千円 千円 千円 千円

15,513 9,984 4,169
1,198

162
（特別調整手当）

（通勤手当）
3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

15,430 9,984 4,169
1,198

79
（特別調整手当）

（通勤手当）
◇

千円 千円 千円 千円

15,642 10,074 4,169
1,209

190
（特別調整手当）

（通勤手当）
4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

12,285 8,748 2,408
1,050

79
（特別調整手当）

（通勤手当）
4月1日

千円 千円 千円 千円

2,268 2,268
（　　　　）

9月30日 ＊※

千円 千円 千円 千円

1,128 1,128
（　　　　）

1月1日

注１：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄としている。

３　役員の退職手当の支給状況（平成21年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

B監事
（非常勤）

法人の長

C理事

D理事

A監事

C監事
（非常勤）

E理事

監事

摘　　要

該当者なし

該当者なし

法人での在職期間

理事 該当者なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成21年度における給与制度の主な改正点

本俸及び役職手当等
（昇格）

　必要経験年数等を有し、勤務成績が良好であって１等級上位の職務遂行が担
えると認められる場合に職階毎の定数に応じ昇格。（人事評価結果を参考資料と
して活用）
（初任給、昇格、昇給等の基準第14条第1項）

　 奨励手当は、その者の勤務成績に応じて、理事長がその都度定める割合により
計算した額とし（職員給与規程第23条第7項）、人事評価結果を反映させ差を設け
ている。

本俸
（昇給）

　 昇給は、その者の勤務成績に基づいて行うこととしており、その勤務成績は人
事評価結果に基づき決定することとしている。（初任給、昇格、昇給等の基準第20
条）

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

賞与：奨励手当
（査定分）

制度の内容

　 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法
律第４７号）に基づき、平成１８年度以降の５年間で、平成１７年度を基準（ただし、平成１８
年度に承継された年金住宅融資等債権管理回収業務及び教育資金貸付けあっせん業
務に係る２勘定については、平成１８年４月１日に在職する人員及びこれを前提として支払
われるべき人件費を基準）として５％以上を削減する。
　 さらに、経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決
定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継続する。
　 併せて、機構の給与水準について、適正化に向けた取組状況を公表する。

　　独立行政法人通則法第63条第3項に基づき、国家公務員の給与水準、民間における
金融部門の給与実態等を考慮して決定している。

　人事評価制度に基づき、職員の人事評価を実施し、その評価結果を昇給や賞与（奨励
手当）の成績率に反映させている。

人事院勧告による国家公務員の給与改定を踏まえ、以下の改正を行った。
 ■本俸月額の引き下げ
　・初任給を中心とした若年層（1等級及び2等級の一部）を除き、全ての本俸月額に
　  ついて引き下げ（平均改定率△0.2%）
 
 ■期末・奨励手当（賞与）の引き下げ
　・年間の支給月数を0.35月分引き下げ

 ■自宅に係る住居手当の廃止
  ・自宅に係る住居手当（新築・購入後５年に限り支給、月額2,500円）を廃止
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

215 40.0 7,269 5,397 210 1,872
人 歳 千円 千円 千円 千円

214 40.0 7,267 5,395 210 1,872
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

人 歳 千円 千円 千円 千円

13 57.1 4,142 3,875 51 267
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 37.8 3,565 2,698 166 867
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 65.7 4,399 4,399 0 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：在外職員、任期付職員については、該当者が無いため省略した。
注３：常勤職員の技能職種（運転手）及び再任用職員については、該当者がそれぞれ１人及び２人であり、
　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。
注４：非常勤職員の事務・技術（賞与なし）は、雇用契約上賞与を支給されない者である。

うち賞与平均年齢
平成21年度の年間給与額（平均）

事務・技術

区分

常勤職員

うち所定内人員

非常勤職員

事務・技術
（賞与なし）

事務・技術

再任用職員

事務・技術

技能職種
（運転手）

総額
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

27 50.2 10,278 10,723 11,427

75 37.2 5,160 5,757 6,208

30 27.2 3,516 3,862 4,144

③

区分 計 ７等級 ６等級 ５等級 ４等級 ３等級 ２等級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人 人

214 8 4 31 53 86 32
（割合） （   3.7%） （   1.9%） （   14.5%） （   24.8%） （   40.2%） （   15.0%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 57 58 58 52 31

～ ～ ～ ～ ～ ～

53 51 42 35 30 24
千円 千円 千円 千円 千円 千円

10,226 8,765 9,071 7,194 5,836 3,291

～ ～ ～ ～ ～ ～

8,965 8,256 6,187 4,211 3,206 2,552
千円 千円 千円 千円 千円 千円

14,258 12,121 12,339 9,677 7,661 4,433

～ ～ ～ ～ ～ ～

12,551 11,449 8,379 5,746 4,332 3,443

年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、
⑤まで同じ。〕

部長 次長

職級別在職状況等（平成22年４月１日現在）（事務・技術職員）

係員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

係長･主査

分布状況を示すグループ

　・本部課長

　・本部係長

　・本部係員

平均

年間給与
額(最高～

最低)

人員

代表的職位

課長 課長代理

平均年齢人員

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

0

10

20

30

40

50

人数 平均給与額 第３四分位 国の平均給与額 第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員）千円 人
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④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

56.0 56.9 56.5
％ ％ ％

査定支給分（奨励相当）
（平均） 44.0 43.1 43.5

％ ％ ％

         最高～最低 46.4～35.8 45.6～32.6 46.0～34.4
％ ％ ％

63.1 67.2 65.3
％ ％ ％

査定支給分（奨励相当）
（平均） 36.9 32.8 34.7

％ ％ ％

         最高～最低 44.4～30.0 43.7～26.6 44.0～28.2

⑤

119.1

111.9

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

一律支給分（期末相当）

対他法人（事務・技術職員）

賞与（平成21年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

一般
職員

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

対国家公務員（行政職（一））

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １０５．９

参考 学歴勘案　　　　　　 １１６．１

地域・学歴勘案　　  １０３．５

【累積欠損額について】
累積欠損額－円（平成20年度決算）

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　19.2％
（国からの財政支出額 39,940百万円、支出予算の総額 208,304百万円：
平成21年度予算）
【検証結果】
　国からの財政支出額39,940百万円の内訳は、運営費交付金4,137百万
円、退職手当共済事業に係る給付費補助金25,923百万円、福祉・医療貸
付事業に係る利子補給金9,880百万円となっている。
　運営費交付金のうち給与、報酬等支給総額は2,096百万円（支出総額に
占める割合：1.0％）であり、国からの財政支出を増加させる要因とはなって
いない。

　給与水準の適切性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

指数の状況

項目 内容

対国家公務員　　１１９．１

①在勤地が大都市圏であること
　比較対象となる国家公務員の平均給与は全国平均であるが、機構の在
勤地は大都市圏（東京都特別区及び大阪市）であり、地域差があること。
（職員の割合…東京都特別区：88.8％、大阪市：11.2％）
②大学卒以上の比率が高いこと
　国家公務員（行政職（一））の大学卒以上の比率は50.0％（平成21年国
家公務員給与等実態調査）であるのに対し、当機構職員の大学卒以上の
比率は86.0％となっており、学歴構成による差があること。
③管理職比率が高いこと
　 当機構は、特殊法人改革等の流れの中で、他組織からの事業承継が断
続的に行われており、従来から実施してきた福祉医療貸付事業等の６事業
に加え、年金担保貸付事業等を他組織から承継し、現在、８事業１業務と
多種多様な事業を行っており、事業承継の過程において、各事業毎に担
当部署を設け、結果的に、全体の管理監督者の比率が国家公務員と比較
して高い傾向にあること。
④民間の金融部門における給与実態を勘案していること
　 当機構は、福祉医療分野における政策金融を事業の中核として行って
おり、金融に関する専門性を有する公庫等の給与実態や民間における金
融部門の給与実態等を勘案しながら、必要な人材が確保できる水準として
きたこと。
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■法人の業績評価

■支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合

■管理職の割合

■大卒以上の高学歴者の割合

　 同214人のうち大卒以上の職員数は184人であり、その割合は86.0％となっている。

講ずる措置

■これまでに講じた措置
・平成16年度において全職員の昇給を停止
・平成17年1月に、国家公務員に先立って、職階と等級の明確化及び昇給
カーブの抑制を目的とした本俸基準表の引下げを実施（平均△5.3%）
・平成16～20年度にかけて、組織のスリム化の推進（部長△2、次長△1、
課長△5）
・平成21年度に課長ポストを更に1ポスト削減

■今後講ずる措置
　上記措置を講じてきた結果、年齢・地域・学歴差を勘案した対国家公務
員指数は減少傾向にあるが、給与水準の適正化を引き続き着実に進めて
いくため、平成22年度においては更に以下の取組みを実施しているところ
である。
・機構独自の措置として管理職層等を対象とした本俸基準表の引き下げ
（平均△1.0%）を図るとともに、理事長の報酬を年100万円引き下げ（△
5.6%）
・管理職ポストの削減（課長△2）
・特別都市手当（国の地域手当に相当）について、国は平成18年度以降
6％引き上げ、平成22年度に18％（東京都特別区）の支給割合となった
が、当機構は引き続き12％に据え置き、抑制を継続する。
・平成21年度より国に新設された本府省業務調整手当に相当する手当は
設けない。

　 以上の措置により、平成22年度における年齢・地域・学歴差を勘案した
対国家公務員指数は102.5ポイント程度（年齢勘案118.6ポイント程度）と見
込まれるが、今後とも国家公務員の給与改定状況等を注視しつつ、必要と
なる措置を講じていくことにより、平成24年度（平成25年度公表）における
年齢・地域・学歴差を勘案した対国家公務員指数を概ね100ポイントとす
る。

　 当機構は平成20年度業務実績について、評価委員会の評価において17項目中1項目Ｓ（中期目標を
大幅に上回っている）、13項目Ａ（中期目標を上回っている）評価を受けている。

　 平成22年度公表における事務・技術職員数214人のうち管理職は41人であり、その割合は19.2％と
なっている。
　 上記措置により管理職の割合は減少傾向にあり、給与水準引き下げの一要因となっている。

　 平成21事業年度決算における支出総額196,884百万円に対し給与、報酬等支給総額2,096百万円で
あり、その割合は1.1％程度である。
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

①給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の対前年度増減要因

基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

2,412,895 2,221,503 2,142,941 2,076,449 2,096,883

△7.9% △11.2% △13.9% △13.1% 

△7.9% △11.9% △14.6% △11.4% 

注(1)：基準年度における給与、報酬等支給総額欄については、平成18年4月1日に旧年金資金運用基金
注：から年金住宅融資等債権管理回収業務及び教育資金貸付けあっせん業務を承継したことに伴う基準
注：額の増加分を加味した額である。
 　(2)：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」による人事院勧告を踏まえた官民の給与較
 　　差に基づく給与改定分を除いた削減率である。

Ⅳ 法人が必要と認める事項

   平成20年度及び21年度の自己都合退職者が見込みを下回ったことなどから（平成18年度14
人、19年度13人、20年度6人、21年度2人）、給与、報酬等支給総額は対前年度比1.0％増と
なった。一方、退職者数の減少による退職手当支給額の減少、法定外福利費の見直し等によ
り、最広義人件費は対前年度比で2.8％の削減となった。

②「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律
　 第47号）及び「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人件費削減
　 の取組状況

　 人件費を抑制するためには、給与水準の見直しとともに業務の合理化、効率化等による組織の
スリム化が重要であることから、ポスト数の削減をあわせて進めている。

　 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第
47号）等に基づく削減目標を確実に達成するため、業務の効率化等により常勤職員数を抑制
し、平成17年度を基準（平成18年度に承継した年金住宅融資等債権管理回収業務及び教育
資金貸付けあっせん業務に係る2勘定については平成18年度実績額を基準）として中期計画
における人件費削減目標（5％）を上回る人件費削減（11.4%）を実施した。

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

年　　　度

総人件費改革の取組状況

（ △ 17.9）
退職手当支給額

194,248 △ 42,237

（ △ 2.8）2,954,082

△ 36,092 （ △ 7.7）

（ △ 10.6）

(     1.0 ) 2,096,883
給与、報酬等支給総額

20,434

中期目標期間開始時（平
成20年度）からの増△減区　　分

（ △ 17.9）236,485

（ △ 10.6）

20,434 (     1.0 ) 

△ 27,542

比較増△減

2,076,449

△ 85,437 （ △ 2.8）

△ 42,237

非常勤役職員等給与
260,581 △ 27,542233,039

福利厚生費

△ 85,437

429,912 466,004 △ 36,092 （ △ 7.7）

最広義人件費
3,039,519
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（項目４） 

事業費の冗費の点検 

（委員長通知別添二関係） 
 

事業費項目 点検状況 

１年間実施した場

合の削減効果額 

（単位：千円） 

①広報、パンフレ

ット、イベント等

の点検 

１ 配布先・配布物の見直しを行い、重

複しているものを洗い出し、発行部

数・送付数の削減を図った。 

２ 各部ごとで行っていた調達につい

て、同時期に発注するものについては、

機構全体で一括して調達を行った。 

３ また、多色刷りから 2 色刷りに変更

するなど、仕様の見直しを図った。 

▲15,783 千円

②ＩＴ調達の点

検 

１ 平成 19 年度に策定した業務・シス

テム最適化計画に基づき業務の見直し

並びにシステム構成及び調達方法の見

直しを行うことにより、システムコス

ト削減、システム調達における透明性

の確保及び業務運営の合理化を実施し

ている。 

また、業務・システム最適化計画の

推進等を目的として、経営企画会議の

作業部会として情報システム委員会を

設置し、IT 調達の点検を実施してい

る。 

２ 情報システムの調達に当たっては、

システム管理部門においてその必要

性、重要性を整理・検討の上、CIO 補

佐官による助言（点検）を受け、仕様

を策定し、システムの過大化を防止し

ており、契約金額については、妥当な

ものとなるよう留意している。 

３ 公告期間については、規程上の 10

日間（政府調達の場合 50 日）を遵守

している。また、入札条件については、

契約監視委員会（H22.1.26 開催）に

おいて「業務経験について条件を緩和

すべきである」旨等の指摘を受けたと

・ホストコンピュータ

等の調達 

▲8,459 千円

・ネットワーク等の統

合運用支援業務 

▲1,893 千円



 

 

ころから、その改善を図った。 

４ 役務の新規調達、IT 機器の調達及び

システムの新規設計開発については、

原則として複数社から見積もりをとっ

ている。 

③法人所有車数

の台数削減、車種

の変更 

１ 法人所有車については、これまでも

削減に努めてきたところであるが、平

成 20 年度において、3 台のうち 1 台

を削減した。 

なお、車種については、平成 19 年

度においてハイブリッド車を導入した

ところである。 

２ また、コスト削減の観点から、運転

手 2 名のうち 1 名については、平成

21 年度において職員から臨時職員へ

変更している。 

▲4,020 千円

④庁舎の移転及

び賃借料の引下

げ 

【賃借料の引下げについて】 

〈本部事務所〉 

ビル賃貸人との交渉により、平成

21 年度から坪当たり室料を 2 千円引

下げ、年間 29,460 千円のコスト削減

を行った。 

また、平成 22 年度以降の事務所賃

借料の値上げ要求（坪当たり単価 3 千

円アップ）に対しては、平成 22 年度

からの2年間については交渉により現

状維持とした。 

〈支店事務所〉 

平成 22 年度からの 2 年間の事務所

賃借料については、ビル賃貸人との交

渉により、坪当たり室料を 925 円引

下げ、年間 3,106 千円のコスト削減

を行った。 

▲29,460 千円

⑤電気料金に関

する契約の見直

し 

本部及び支店事務所のあるビルについ

ては、電力会社との契約は、ビル全体に

ついて賃貸人が行っており、当機構の電

気料金については、賃貸人からの使用量

に基づく請求により支払を行っている。

従って、当機構が電力会社と、直接、契

約を行うことはできないが、電気使用量

の削減に向けて、執務室及び社内通路の

▲1,662 千円



 

 

部分消灯の徹底などを行い、コスト削減

を図った。 

⑥複写機等に関

する契約の見直

し 

複写機等については、既に償却期間を

超過したものの再リースを行っており、

年間で 14,223 千円のコスト削減とな

っている。 

▲14,223 千円

⑦備品の継続使

用及び消耗品の

再利用 

内部の連絡会議を通じて、職員へ、備

品の継続使用及び消耗品の再利用につい

て周知徹底を行った。 

従来より消耗品費

の削減に努めた結果、

対平成20年度比で次

のとおりとなった。 

▲3,216 千円

⑧タクシー利用

の点検 

タクシーの利用については、従来より

使用基準を厳格に設け、制限的な利用を

行っている。更に、不正防止の観点から、

使用済みの半券の確認に加えて、平成２

２年１月より利用者に領収書の提出を義

務付けている。 

左の取組みを行っ

たものの、業務が増加

した結果、タクシー利

用の頻度が高まり、結

果的に対平成20年度

比で削減効果はなか

った。 

⑨その他コスト

削減について検

討したもの 

１ 従来より航空機の割引運賃の積極的

利用に努めてきたところだが、22 年

3 月からパック商品の利用についても

周知を行った。 

２ また、従来より事務所電話料金のプ

ラン変更による経費削減に努めた結

果、対平成 20 年度比で 1,374 千円

の削減となった。 

・旅費については、対

平成 20 年度比で、▲

5,250 千円の削減を

行った。 

・電話料金について

は、▲1,374 千円の

削減を行った。 

 

※ 削減効果額とは、各項目について行った見直しを平成 21 年度当初から実

施したと仮定した場合における平成 21 年度の実績額（推計）が、平成 20 年

度の実績額からどれだけ削減したかを示すものである。 

 

 

 



 

 

（項目５） 

契   約 

（委員長通知別添二関係） 
 

①契約監視委員会から

の主な指摘事項 

○ 契約監視委員会においては、次の契約について点検

を受けた。 

区   分 件 数 

平成20年度契約 
競争性のない随意契約 22件 

一者応札・一者応募 27件 

複数年度契約※ 競争性のない随意契約 9件 

平成21年度契約 新規案件 3件 

契約における実質的な競

争確保に関する点検 
落札率90％以上 1件 

合   計 62件 

［点検の観点］ 

区  分 点 検 の 観 点 

随意契約 
・契約事由、契約価格の妥当性及び一般

競争入札への移行の可否 

一者応札・一者応募 

・真に競争性が確保されているか（仕様

書、参加要件、公告期間その他の入札

条件） 

複数年契約 

・契約事由、契約価格の妥当性及び一般

競争入札への移行の可否 

・真に競争性が確保されているか（仕様

書、参加要件、公告期間その他の入札

条件） 

平成21年度末までの調達

予定案件（新規案件） 

・一般競争入札への移行の可否、真に競

争性が確保されているか 

契約における実質的な競

争確保に関する点検（落札

率90％以上） 

・真に競争性が確保されているか 

［点検結果］ 

主な指摘としては、一般競争入札又は公募を行った

ものの、結果として一者応札・一者応募であった27

件のうち、23件については、業務経験についての要

件の見直しが、3件については、公告期間の見直しが

提案された。 

②契約監視委員会以外

の契約審査体制とその

活動状況 

○ 当機構では、契約に係る適正性及び透明性を十分確

保する観点から、少額随意契約以外の契約について

は、契約担当部門が要求部門からの調達要求を審査す

るとともに、「契約審査会」（総務担当及び経理担当役

員並びに管理部門の幹部職員を構成メンバーとし、第

三者による監視強化の観点から、監事をオブザーバー

とする審査機関）を設置し、同委員会において契約方



 

 

式の妥当性や総合評価及び企画競争に係る評価結果

の適正性等について審議を行うことを義務付けてい

る。また、特に専門的な知識を要するシステム関連の

契約については、ＣＩＯ補佐官（外部の第三者に委託）

の出席を求め、助言を得ている。 

○ 上記契約審査会は、総務、経理担当役員等が構成員

であり、更に監事が出席し、入札等に係る仕様書の内

容等についてチェックを行うことによって、審査機関

としての実効性を確保しているところである。 

○ また、平成22年度からは、「調達の適正化について

（依頼）」（H22.4.6付厚生労働省発総0406第5号）

を踏まえ、上記の契約審査会において、少額随契を除

く調達に関して以下の①～③の事項の審議を徹底す

ることとした。 

① 一般競争入札（最低価格落札方式）によらない調

達については、その理由を審査すること 

② 一般競争入札（最低価格落札方式）による場合で

も、仕様書等を審査し、特定の者に有利とならない

よう徹底すること 

③ 委託契約金額に占める再委託契約金額の割合が

1/2を超える場合においては審査を行うこと 

 

③「随意契約見直し計

画」の進捗状況 

 「随意契約等見直し計

画」の策定状況 

［「随意契約見直し計画」の進捗状況］ 

随意契約見直し計画（平成19年12月策定）につい

ては、P41「Ⅲ 随意契約見直し計画の進捗状況」の

とおり計画を達成した。 

［「随意契約等見直し計画」の策定状況］ 

契約監視委員会（Ｈ22.1.26開催）を受けて、平成

20年度の契約実績に基づき、新たな「随意契約等見

直し計画」を策定した。 

④一者応札・一者応募と

なった契約の改善方策 

○ 一者応札・一者応募となった案件については、企画

競争等が多かったが、その問題を分析した結果、以下

のとおりの改善を行った。 

・ 「公告に関する事項」については、現在休日を含

めて10日以上としている公告期間を原則として

10営業日以上に延長した。 

・ 「資格要件に関する事項」については、当該調達

の業務内容を検討した上、過度に業務実績等を求め

ることはしないよう留意するなど、一層の競争性を

確保する観点に立って資格要件の設定を行うこと

とした。 



 

 

なお、当該改善方策については、ホームページにお

いて公表している。 

⑤契約に係る規程類と

その運用状況 

○ 「独立行政法人における契約の適正化（依頼）」（平

成20年11月14日総務省行政管理局長事務連絡）に

おいて講ずることとされている措置については、すべ

て実施済みである。 

○ 平成21年度においては、総合評価落札方式の実施

実績はなく、企画競争及び公募についての実施状況は

次のとおりである。 

ア 説明会の実施及び説明会から入札日又は企画書

提出日までの十分な日程の確保 

・ 当機構では、一般競争入札も含め基本的には説明

会を実施することとしているが、平成21年度に企

画競争により契約を締結した５件のうち、３件につ

いては、公募から企画競争に移行した案件であり、

応募者が一定程度内容を理解していたこと等から、

説明会の開催に代えて、仕様書等に関する質問期間

を確保することで対応を図った。 

また、公告日から企画書提出期限までは平均で

18.6日となっており、妥当な日数と考えている。 

・ なお、公募については、一般的に調達に参加する

意思があるか否かを確認する手続きであることか

ら、仕様書を配付するのみで説明会は行っていな

い。 

イ 選定基準及び配点の事前公開並びに選定結果の

公開 

・ 平成21年度に企画競争により契約を締結した５

件のうち、平成20年度に手続きを終えていた2件に

ついては、選定基準及び配点の事前公開は行われな

かったが、平成20年度末に「総合評価、企画競争・

公募による調達マニュアル」を策定したことから、

平成21年度に手続きを実施した残り3件からは、選

定基準及び配点を事前に配付して、その結果につい

ては、企画競争参加者に公開している。 

ウ 選定委員における外部有識者割合の基準の設定 

・ 当機構においては、企画競争については、内部職

員に評価が可能な案件を対象とすることとしてい

るが、この場合でも、契約に係る競争性及び透明性

を確保するため、選定委員の評価結果について「契

約審査会」（総務担当及び経理担当役員並びに管理

部門の幹部職員を構成メンバーとし、第三者による



 

 

監視強化の観点から、監事をオブザーバーとする審

査機関）で適正性等を審議することとしている。 

なお、総合評価落札方式については、割合に係る基

準は設けていないが、外部有識者を含めることを義務

付けている。 

⑥再委託している契約

の内容と再委託割合（再

委託割合が 50%以上のも

の又は随意契約による

ものを再委託している

もの） 

再委託割合50％以上のもの又は随意契約によるもの

を再委託している案件はない。 

⑦公益法人等との契約

の状況 

○ 平成21年度に締結した公益法人等との契約の状況

は次のとおり。 

契約件名 相手方 金額（円）

独立行政法人会計シス

テムの保守契約 

（財）日本システム開

発研究所 
7,625,100

Ｈ22’施設開設・経営

実務セミナー開催に係

る会場借上げ 

（福）全国社会福祉協

議会 
1,727,610

 

⑧「調達の適正化につい

て」（厚生労働大臣依頼）

と異なる契約方式で契

約していたものの改善

方策 

平成21年度においては、一般競争入札（最低価格落札

方式）以外の調達は21件（企画競争5件、公募16件）

あった。 

これらの契約案件については、「調達の適正化について

（依頼）」（H22.4.6付厚生労働省発総0406第5号）を

踏まえ、当機構の契約審査会において当該調達方式によ

る理由や仕様書等内容について更に徹底した審査を行

い、調達の競争性及び透明性の確保に取り組むこととし

ている。また、今後においては、一般競争への移行の可

能性についても検討することとしている。 



 

 

（項目５の２） 

 

Ⅰ 平成２１年度の実績【全体】

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

３７件

(    ５９．７%)

２９．７億円

(    ７８．４%)

 
うち一者入

札 

５件

【    １３．５%】

２７．３億円

【    ９１．９%】

総合評価落札方

式 

－件

(   －%)

－億円

(   －%)

 
うち一者入

札 

－件

【   －%】

－億円

【   －%】

指名競争入札 
－件

(   －%)

－億円

(   －%)

 
うち一者入

札 

－件

【   －%】

－億円

【   －%】

企画競争等 
２１件

(    ３３．９%)

７．９億円

(    ２０．９%)

 
うち一者応

募 

１８件

【    ８５．７%】

６．８億円

【    ８６%】

競争性のない随意契約 
４件

(    ６．４%)

０．２億円

(    ０．７%)

合 計 
６２件

( １００%)

３７．９億円

( １００%)

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99 条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれる。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 



 

 

 

 

Ⅱ 平成２１年度の実績【公益法人】 

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

１件

(    ５０%)

０．０２億円

(    １８．５%)

 
うち一者入

札 

－件

【  －%】

－億円

【  －%】

総合評価落札方

式 

－件

(   －%)

－億円

(   －%)

 
うち一者入

札 

－件

【  －%】

－億円

【  －%】

指名競争入札 
－件

(   －%)

－億円

(   －%)

 
うち一者入

札 

－件

【  －%】

－億円

【  －%】

企画競争等 
－件

(   －%)

－億円

(   －%)

 
うち一者応

募 

－件

【  －%】

－億円

【  －%】

競争性のない随意契約 
１件

(    ５０%)

０．０８億円

(   ８１．５ %)

合 計 
２件

( １００%)

０．０９億円

( １００%)

※ 「公益法人」は、いわゆる広義の公益法人を指し、独立行政法人、特例民法法人等の

ほか、社会福祉法人や学校法人も含む。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99 条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれる。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 

 

 

 



 

 

 

 

Ⅲ 随意契約見直し計画の進捗状況 

 随意契約見直し計画による見

直し後の姿 
平成 21 年度実績 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業を

とりやめたも

の 

２件 

(３．６%) 

１．５１億円

(５．４%)

３４件

(６１．８%)

１８．７７億円

(６７．４%)

競
争
性
の
あ
る
契
約

競争入

札等 

２件 

(３．６%) 

０．０４億円

(０．１%)

５件

(９．１%)

６．８７億円

(２４．７%)

企画競

争等 

４５件 

(８１．８%) 

２５．７６億円

(９２．６%)

１２件

(２１．８%)

１．９５億円

(７．０%)

競争性のない

随意契約 

６件 

(１０．９%) 

０．５２億円

(１．９%)

４件

(７．３%)

０．２４億円

（０．９%)

合 計 
５５件 

(１００%) 

２７．８３億円

(１００%)

５５件

(１００%)

２７．８３億円

(１００%)

※ 「随意契約見直し計画」策定時の個々の契約が、平成 21 年度においてどのような契約

形態にあるかを記載するもの。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99 条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 「競争入札等」には、不落・不調随契が含まれる。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 

 



 

 
随意契約見直し計画 

 
平成 19年 12月 

独立行政法人福祉医療機構 
 
 
 
 
１．随意契約の見直し計画 
（１）平成１８年度において、締結した随意契約について点検・見直

しを行い、以下のとおり、随意契約によることが真にやむを得ない

ものを除き、平成２０年度以降、可能なものから順次一般競争入札

等に移行することとする。 
 
【全体】 

平成１８年度実績 見直し後 
  

件数 金額（億円） 件数 金額（億円） 

（3.6％） （5.4％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） ２ １．５１

（3.6％） （0.1％）
競争入札 

２ ０．０４

（81.8％） （92.6％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（1.8％）

１

（1.3％）

０．３７ ４５ ２５．７６

（98.2％） （98.7％） （10.9％） （1.9％）
随意契約 

５４ ２７．４６ ６ ０．５２

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

 ５５  ２７．８３  ５５  ２７．８３

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

 

 

 

 



【同一所管法人等】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（億円） 件数 金額（億円） 

（  ％） （  ％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） ０ ０

（  ％） （  ％）
競争入札 

０ ０

（  ％） （  ％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（  ％）

０

（  ％）

０ ０ ０

（100％） （100％） （  ％） （  ％）
随意契約 

０ ０ ０ ０

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

０ ０ ０ ０

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

【同一所管法人等以外の者】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（億円） 件数 金額（億円） 

（3.6％） （5.4％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） ２ １．５１

（3.6％） （0.1％）
競争入札 

２ ０．０４

（81.8％） （92.6％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（1.8％）

１

（1.3％）

０．３７ ４５ ２５．７６

（98.2％） （98.7％） （10.9％） （1.9％）
随意契約 

５４ ２７．４６ ６ ０．５２

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

 ５５  ２７．８３  ５５  ２７．８３

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 



（２）随意契約によることができる場合を定める基準については、既

に国に準じたものとしている。 
 
（３）契約の公表の基準については、既に国に準じたものとしている。 
 
２．随意契約見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み及び移行時期 
○  平成１８年度の随意契約中、業システム最適化対象システムに

係る契約及びシステム変更により一般競争入札等へ以降できる契

約のものが大半を占めている。 
これについては、最適化の検討結果を踏まえ、平成２０年度以

降可能なものから、一般競争入札等に移行する。 
・ 随意契約 ５５件、２７．８億円 
・ 最適化対象システム関連等 ３７件、２３．６億円（件数ベース６７．３％、

金額ベース８４．９％） 
 ○ その他の契約については、「随意契約の点検・見直しの状況」に

基づき実施する。 



 
 
 

随意契約等見直し計画 
 

平成２２年４月 
独立行政法人福祉医療機構 

 
 
１．随意契約等の見直し計画 
（１）随意契約の見直し 

平成２０年度において、締結した随意契約等について点検・見直

しを行い、以下のとおり、新たな随意契約等の見直し計画を策定す

る。 
今後、本計画に基づき、真にやむを得ないものを除き、速やかに

一般競争入札等に移行することとした。 
 

平成２０年度実績 見直し後 
  

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

（７１．８％） （ ４．６％） （９２．３％） （ ９２．２％）
競争性のある契約 

５６ ２，１１４，１１２ ７２ ４，２４０，６１４

（４７．４％） （３４．３％） （５９．０％） （７７．７％）
競争入札 

３７ １，５７５，５６２ ４６ ３，５７２，４００

（２４．４％） （１１．７％） （３３．３％） （ １４．５％）
 

企画競争、公募等 
１９ ５３８，５５１ ２６ ６６８，２１４

（２８．２％） （５４．０％） （７．７％） （７．８％）
競争性のない随意契約 

２２ ２，４８４，４６９ ６ ３５７，９６７

（１００％） （１００％） （１００％） （１００％）
合   計 

 ７８  ４，５９８，５８１  ７８ ４，５９８，５８１

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 



 
（２）一者応札・一者応募の見直し 

平成２０年度において、競争性のある契約のうち一者応札・一者

応募となった契約について点検・見直しを行い、以下のとおり、契

約の条件、契約手続き等を見直す必要があるものが見受けられた。 
今後の調達については、競争性のない随意契約の削減に加え、こ

れら結果に留意、改善しつつ、契約手続きを進めることにより、一

層の競争性の確保に努める。 
 
（平成２０年度実績） 

実 績 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 ５６ ２，１１４，１１２

 
うち一者応札・一者応募 

（４８．２%）

２７

（５５．０%）

１，１６２，２４２

（注）上段（  %）は競争性のある契約に対する割合を示す。 

 
（一者応札・一者応募案件の見直し状況） 

見直し方法等 件数 金額（千円） 

契約方式を変更せず、条件等の見直しを実施（注1） 
(１００%) 

２７ 

(１００%)

１，１６２，２４２

仕様書の変更 ０ ０

参加条件の変更 ２３ １，０７５，６４１

公告期間の見直し ３ ２０，１３６

 

その他 １ ６６，４６５

契約方式の見直し 
(  ０%) 

０ 

(  ０%)

０

その他の見直し 
(  ０%) 

０ 

(  ０%)

０

点検の結果、指摘事項がなかったもの 
(０%) 

０ 

(%)

０

（注１）内訳については、重複して見直しの可能性があるため一致しない場合があ

る。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 
(注３) 上段（  %）は平成２０年度の一者応札・一者応募となった案件に対す

る割合を示す。 



 
 
２．随意契約等見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み 
（１）契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施 
   契約監視委員会等により、競争性のない随意契約、一者応札・

一者応募になった案件を中心に点検を実施。 
 
（２）随意契約等の見直し 
契約に係る競争性及び透明性の確保の観点から、次の措置を実施

している。 
ア.企画競争及び公募については、更に一般競争への移行に努める。 
イ.契約に係る規程類の整備 
「独立行政法人における契約の適正化（依頼）」（平成 20 年 11
月 14 日総務省行政管理局長事務連絡）において講ずることとさ
れている措置の状況については、事務連絡の①～⑥の事項ごと
に、次のとおり適切に対応している。 
①  一般競争入札における公告期間・公告方法等について、会
計規程等において明確に定めること。また、公告期間の下限
を国と同様の基準とすること。 
≪措置状況≫ 

平成 20 年度において当機構会計規程等を改正し、公告期
間・公告方法等を国の規定（「予算決算及び会計令」第 74
条）と同様の内容とした。 

②  指名競争入札限度額を国の基準と同額とすること。 
≪措置状況≫ 

平成 18 年度に措置済みである。 

③  包括的契約条項又は公益法人契約条項を設定している場合、
恣意的な運用を排除するため、これらに係る基準をできる限
り明確かつ具体的に定めること。 
≪措置状況≫ 

平成 20 年度において当機構会計規程等を改正し、包括的
契約条項及び「公共事業を目的とする法人」との随意契約
条項を削除した。 

④  予定価格の作成・省略に関する定めについて、会計規程等
において明確に定めること。また、作成を省略する場合、省
略する理由や対象範囲を明確かつ具体的に定め、省略できる
基準を国と同額の規準とすること。 
≪措置状況≫ 

平成 15 年度に措置済みである。 

⑤  総合評価方式や複数年度契約に関する規定について、会計
規程等において明確に定めること。 



≪措置状況≫ 
平成 20 年度において当機構会計規程等を改正し、総合評価

方式及び複数年度契約に関する規定を定めた。（「会計法」第
29 条の 6第 2項（落札方式）、同法第 29 条の 12（長期継続契
約）、「予算決算及び会計令」第 102 条の 2（長期継続契約がで
きるもの）及び他の独立行政法人の複数年度契約に係る例を
参考とした。） 

⑥  総合評価方式、企画競争及び公募を実施する場合、要領・
マニュアル等の整備を行うこと。 
≪措置状況≫ 

平成 20 年度において、「総合評価落札方式による調達マ
ニュアル」及び「企画競争・公募による調達マニュアル」
を策定した。 

ウ.審査体制の整備 
当機構では、契約に係る適正性及び透明性を十分確保する観点
から、少額随意契約以外の契約については、契約担当部門の審査
以外に、「契約審査会」（内部役員及び職員を構成メンバーとする
審査機関）において契約方式の妥当性や総合評価・企画競争に係
る評価結果の適正性等について審議を行うこととした。 
また、契約審査会における第三者による監視強化の観点から、

同審査会に監事の出席を求め、そのチェックを受けることとして
いる。 
更に、外部から登用しているＣＩＯ補佐官に出席を求め、専門

家の意見を聴取して、契約に係る改善を行っている。 
（参考） 

少額額随意契約の基準額は次のとおり。（国と同様の基準である。） 

・工事及び物品の製造⇒予定価格が 250 万円を超えないもの 

・財産の買入⇒予定価格が 160 万円を超えないもの 

・物件の借入⇒予定価格が 80 万円を超えないもの 

・上記以外⇒予定価格が 100 万円を超えないもの 

エ.一者応札・一者応募の見直し 
① 公告期間の確保等 

競争性のない随意契約については、一般競争入札等、競争
性のある契約方式への移行を推進しているところであるが、
結果として１者応札・１者応募となっている事例が散見され
る状況となっている。 
このため、平成 21 年 7 月 24 日付で『「１者応札・１者応募」
に係る改善方策について』を制定し、公告期間の確保（原則
１０営業日以上）、契約の履行を確保する最低限の要件を除く
排他的な競争参加資格要件を設定しない、仕様書の改善など
について取り組んでいるところである。 

② 応札者の範囲拡大のための取組 



当機構では、平成 20 年度において、競争入札の推進にあた
り、入札への参加者を増やし、より公正な競争を行うこと等
を目的に、「競争参加者の資格等の取扱いに関する細則」の改
正を行った。 
具体的には、役務提供契約において、予定価格の対応する

区分以外の等級の事業者も競争に参加することを可能とした。
（例えば、Ａ等級の入札案件については、2 級下位のＣ等級
までの事業者の入札参加を可能とした。） 

 
（注）個別の契約の状況については、各様式に記載 

 



 

 

（項目６） 

内 部 統 制 

 

①統制環境 

 

当機構のミッションは、福祉の増進並びに医療の普及及び向上を

図ることにあり、この社会的使命を効率的、効果的に果たすことが

できるよう中期目標に基づき業務運営を行っている。 

また、平成 20 年 4 月に民間から理事長を迎え、当機構のこれか

らの方向性を明示するための第一歩としたいという想いから、理事

長を中心として、全役職員から意見を出し合い、当機構の経営理念

「民間活動応援宣言」を策定し、平成 20 年 10 月に発信したとこ

ろである。 

これにより、「国の政策効果が最大になるよう、地域の福祉と医療

の向上を目指して、お客さまの目線に立ってお客さま満足を追求す

ることにより、福祉と医療の民間活動を応援する。」という組織の進

むべき方向性を明確にしたところである。 

なお、当機構のミッション（民間活動応援宣言）を有効かつ効率

的に果たすため、統制環境の確保に向け、次の取組を実施した。 

ア 理事長による統制 

○ 理事長から役職員に対して、「お客さま目線と健全性」という

二つのものさしを念頭に置き、役職員が一体となって、福祉と

医療の民間活動を応援するという使命を果たすために、主体的

に業務に邁進するよう周知徹底されている。 

○ 経営理念「民間活動応援宣言」の実現に向けて、平成 21 年 4

月から理事長を本部長とする「民間活動応援本部」を立ち上げ、

組織全体で対応する仕組みを構築し、役職員の士気の向上を図

っている。 

○ 毎月の経営企画会議において、理事長所感（理事長の経営姿

勢や考え方等）を役員・幹部職員に対して述べ、同時に、この

所感をイントラネトを通じて他の職員に対して発信すること

で、組織内での問題意識の共有化を図っている。 

○ 平成 20 年度に現理事長が就任して以降、幹部職員から順次

個人面談等を実施（平成 21 年度には中堅・若手職員を対象に

実施）している。こうした機会を通じて、理事長の人柄・理念

が職員に伝えられるとともに、組織の一体感が醸成されている。

イ 内部組織による統制 

○役員会、経営企画会議、幹部会 

役員及び幹部職員等が出席する役員会、経営企画会議及び幹

部会等において、各事業における現状や課題等の報告、重要事

項に対する審議、業務の進捗状況及び業務プロセスの管理を行

うこと等により、業務の適正執行の確保と問題意識の共有化に



 

 

よる業務間の連携の強化を図っている。 

○監査室による監査 

機構の全部署を対象にした業務及び経理、業務委託先である

受託金融機関、助成事業に係る助成先等について、監査室によ

る監査を実施している。 

なお、平成 21 年 4 月より当機構内における監査の公正性・

中立性・透明性の向上を確保するため、監査課の位置づけを改

め、総務部所属から理事長直属の監査室に再編したところであ

る。 

○QMS 内部監査 

平成 17 年 4 月に認証取得した ISO9001 に基づく品質マネ

ジメントシステム（以下「QMS」という。）の運用を通じて、

全部署を対象に内部監査を実施し、教育・訓練の効果的運用や

顧客満足度調査の活性化等、業務の質の向上や効率化に関する

改善点、事務リスク等を抽出した上で、フォローアップを行う

ことにより継続的改善活動を推進している。 

○監事による監査の実施 

「監査の視点」及び「監査の重点項目」を踏まえ、ヒアリン

グ並びに書面、抜検による実物及び実地監査その他適当と認め

る方法により監査を実施している。 

○個人情報保護及び情報セキュリティー対策の実施 

個人情報の保護を適切に実施する観点から、個人情報管理委

員会を設置し、全役職員に対する情報セキュリティーポリシー

等に係る研修の実施や「個人情報保護マニュアル」を策定する

など、個人情報保護の重要性について注意喚起を行っている。 

また、情報セキュリティー対策を適切に実施する観点から、

情報セキュリティに関する規程等を制定の上、情報セキュリテ

ィー対策基準及び実施手順の見直しを行うとともに、全役職員

に対する研修を実施するなど情報セキュリティーの重要性につ

いて注意喚起を行っている。 

ウ 外部組織による評価等の反映 

○独立行政法人評価委員会による評価 

毎事業年度における業務の実績について、厚生労働省独立行

政法人評価委員会及び総務省政策評価・独立行政法人評価委員

会の評価を受けており、各委員からの意見等を業務に反映して

いる。 

○会計検査院による検査 

毎事業年度において、会計検査院の実地検査によって、国が

交付した補助金などが適正に使われているかについて検査を受

けている。 

○会計監査人による監査 



 

 

毎事業年度において、財務諸表、事業報告書（会計に関する

部分に限る。）及び決算報告書について、会計監査人により監査

を受けている。 

○QMS 外部監査 

毎事業年度において、ISO9001 認証機関による定期審査を受

審し､QMS が効果的に継続して運用されているかについて評価

を受けている。 

②リスクの識

別・評価・対

応 

 

ア リスク・危機管理基本方針の策定 

法人運営に伴い発生する業務上のリスク等を把握し適切な予防

措置を講じるとともに、危機管理を機動的かつ円滑に実施するた

め、リスク・危機管理に関する基本的な事項を定めた「リスク・

危機管理基本方針」を平成 21 年 10 月に策定している。 

イ リスク管理委員会の設置とリスク対応計画の策定 

○ 「リスク・危機管理基本方針」の方針に基づき、平成 21 年

10 月に「リスク管理委員会」を設置するとともに、業務上のリ

スクを抽出・把握した上で予防措置を講ずる「リスク対応計画」

を平成 22 年 3 月に策定している。 

○ 危機が発生した場合は「危機管理対策本部」を設置できるよ

う規程等の整備を行っている。  

○ リスク対応計画については、各事業において想定するリスク

を抽出し、業務に与える影響度や発生可能性等により評価を行

い、優先順位の高いリスクに対して課題、対応方針、対応期限

などを策定している。 

ウ QMS に基づく対応 

QMS に基づき、業務運営において生じる課題・問題点（不適合）

への対応方法、原因の分析、再発・未然防止等を行う是正予防処

置を適切に実施するため、「是正・予防処置結果記録シート」に記

録する運用を実施し、確実な管理を行うことで QMS の有効性の

維持及び継続的な改善を進めている。 

③統制活動 

ア リスク対応計画に基づく対応 

○ 各部署においては、リスク対応計画により定めた対応を適切

に実行している。 

○ 各部署からリスク管理委員会に対して、同計画に基づく対応

実績等を半年に一度報告して評価を受けるとともに、必要に応

じて計画の更新を行う。 

イ QMS に基づく対応 

QMS に基づき、業務に必要な能力を習得するための教育・訓練

の運用や業務手順書等による業務の標準化等を実施している。 



 

 

④情報と伝達 

 

ア 組織内での情報伝達 

イントラネット内の掲示板において、年度計画や各部署におけ

る重点目標を掲載するとともに、経営企画会議における理事長所

感や各種会議資料を掲載することにより、役員及び幹部職員等以

外の職員も理事長の経営姿勢、各事業における課題、重要事項に

対する審議状況、業務の進捗状況及び業務プロセスの管理状況等

を把握することができるよう整備している。 

イ 緊急時における連絡網の整備 

緊急的なリスクを上層部に速やかに報告を行うため、緊急連絡

網を整備し、休日・深夜でも理事長以下上層部に報告が伝わるよ

うに体制を整備している。 

ウ 外部からの情報の収集 

機構のホームページにおいて、各部署にお客さまからのご意見、

苦情等を受付ける専用アドレスを設置し、お客さまのご意見、苦

情等のより一層の情報収集に努めてきたところであるが、平成 22

年 7 月からは、これまでの取組みに加えて、お客さまからのご意

見、苦情等を機構全体の窓口として、新たに「お客さまの声制度」

を設けて、聴取したご意見、苦情等にかかる対応状況等を機構の

ホームページ上で公開することとしている。 

エ QMS に関連する各種情報 

イントラネット内に QMS に関連する各種情報（業務手順書、

QMS 内部監査報告書、是正・予防処置結果記録シート等）を掲載

し、全役職員が何時でも各種情報を確認できる体制を整備してい

る。 



 

 

⑤モニタリン

グ 

ア 監事又は監査室による監査報告等について、役員会で把握・検

証を行い、統制環境の改善を図っている。 

イ 厚生労働省独立行政法人評価委員会及び総務省政策評価・独立

行政法人評価委員会で評価・指摘された統制環境における問題点

等については、役員会及び経営企画会議で把握・検証を行い、統

制環境の改善を図っている。 

ウ 各事業における予算や中期目標等に対する業務の進捗状況及び

業務プロセスの監視を経営企画会議において管理している。 

エ 監査室おいては、前述の各部署における日常的モニタリングと

は別に、独立かつ客観的立場で、各部署の業務処理が法令若しく

は諸規程又は契約等を遵守し、適正かつ効率的になされているか

否かを検証し、不正事故の発生等を防止することを主眼として監

査を実施している。 

オ 監事監査では、ⅰ）理事長の指揮、監督のもと、当法人の役割、

機能が発揮されているか、ⅱ）業務運営及び事務の健全性は保た

れているか、ⅲ）業務の合規性及び正確性は保たれているか、ⅳ）

業務運営及び事務の効率性、透明性は保たれているか、ⅴ）顧客

保護及び顧客サービス向上の取組はなされているか、ⅵ）財務の

健全性が保たれ、会計経理が法令等に従い適正に行われているか、

ⅶ）入札・契約、内部統制、情報開示等は適切に取組まれている

かの７点を監査視点とし、併せて重点項目等も追加し、全部署に

対し監査を実施している。 

カ QMS 内部監査を全部署に対し年１回実施し、手順書等に基づき

業務が標準的に実施されているか、業務上の問題（エラー、制度・

業務運用上の課題）に対し適切な対応がとられているか等につき

確認を行うとともに、監査結果に基づく対応状況に対し、継続的

フォローアップを実施している。 

⑥ＩＣＴへの

対応 

ア 前述のとおり、イントラネット内で情報の共有化を図る一方、

企業秘密等へのアクセスの制限、情報の紛失・漏洩の防止等を図

る必要があり、静脈認証等におけるマシン室への入退室管理シス

テムの運用、バックアップデータの遠隔地保管、電子メールにお

ける添付ファイルのパスワード設定等のセキュリティの向上を図

っている。 

イ ＩＣＴの脆弱性や業務に与える影響等の評価については、情報

化統括責任者（ＣＩＯ）補佐官の助言を得て実施している。 

ウ 情報セキュリティー対策を適切に実施する観点から、情報セキ

ュリティに関する規程等を制定の上、情報セキュリティー対策基

準及び実施手順の見直しを行うとともに、全役職員に対する研修

を実施するなど情報セキュリティーの重要性について注意喚起を

行っている。 



 

 

ＩＣＴ：Information and Communications Technology（情報通信技

術）の略。ＩＴと同様の意味で用いられることが多いが、「コミュニケー

ション」という情報や知識の共有という概念が表現されている点に特徴

がある。 

⑦内部統制の

確立による成

果・課題 

平成 22 年度中の実施を目途に、現在、法令順守態勢整備の一環

として、コンプライアンス委員会の設置や内部通報制度の整備の準

備を進めており、経営理念による機構ミッションの明確化とトップ

マネジメントの強化、内部統制・リスク管理の有効性を確保するた

めの態勢整備と相俟って、機構全体のガバナンス体制の一層の強化

が図られつつある。 

内部統制の確立による成果・課題については次のとおりである。 

ア 全役職員が、経営の方向性及び経営者の考えを明確に把握する

ことができ、役職員自らが物事に対して主体的に取組むようにな

り、働きがいのある職場環境の構築につながっており、統制環境

が良い方向に向かっている。 

イ 当機構のミッション（民間活動応援宣言）を果たすために、各

役職員の職務がどのように貢献しているかを強く意識することが

できるようになり、役職員のインセンティブの向上につながって

いる。 

ウ 役職員が組織のリスクの把握に取組むこととなった結果、自ら

の職務に関する知識だけではなく、他の職務に対する意識が高ま

り、各業務における連携の強化や法人全体の業務運営の向上が図

ることができ、副次的な効果も出ている。 

エ 平成 22 年 7 月から「お客さまの声制度」を設けたところであ

るが、聴取したお客さまからのご意見や苦情等に適切に対応する

ことにより、利用者サービスの向上を図るとともに、当機構の業

務運営の効率化に繋げていく所存である。 

 

 



 

 

（項目７） 

事務・事業の見直し等 

（委員長通知別添三関係） 
 

①業務改善の取組状況 

○ ＱＭＳにおいて各業務手順書に基づき、顧客満足度

調査や顧客からの意見・苦情等の収集を実施した。 

○ 現在、当機構のホームページにおいて、当機構の概

要や事業内容等を公開するとともに、独立行政法人等

情報公開法及び個人情報保護法による独立行政法人福

祉医療機構の情報公開・個人情報保護サイト等を設置

し、積極的な情報公開に努め、法人運営の透明性の向

上を図った。 

○ また、平成 22 年度中に「お客さまの声」制度を設

置し、顧客や国民からの要望・苦情を組織として共有

し、具体的な改善に向けた検討材料として、業務改善

及び顧客サービスの向上の更なる強化を図る。 

○ 平成 19 年度に職員の業務改革等に向けた取組を奨

励し、業務改善活動の活性化を図ることを目的に創設

した改善アイデア提案制度を効果的に運営し、職員の

創意工夫による改善活動の活性化を図った。 

○ 人事評価制度の適正な運用により、評価結果を昇給、

賞与等に反映させている。また、無駄を削減し、業務

をより効率的に行う取組を職員の評価結果に反映する

仕組みを強化するため、平成 22 年度に向けて評価方

法の見直しを行った。 

②事務・事業の見直し 

[共通事項] 

○ 業務運営体制の整備等 

第 1 期中期目標期間において構築したＩＳＯ9001

に基づく品質マネジメントシステムの運用を通じ、業

務上の課題、顧客からのニーズ等に効果的に対応する

ための是正・予防処置活動の充実及び内部監査の実施

による事務リスク等の抽出・管理を実施した。 

○ 経営理念の具体化に向けて 

福祉医療機構の経営理念「民間活動応援宣言」の具

体化に向けて、多岐にわたる事業を実施している福祉

医療機構の特長や専門性を活かしつつ、総合力の強化

を図ることにより、福祉と医療のネットワークによる

地域社会づくりに対し機動的に対応した。 

○ 事務・事業の合理化を図るため、業務の実態を踏ま

えつつ、課長ポストを削減するとともに、監査の公正

性、中立性及び透明性を高めるため、従来の監査課を



 

 

理事長直属の監査室に再編するなど、効率的かつ効果

的な業務運営体制の確立を推進した。 

○ トップマネジメント機能を補佐する経営企画会議等

を効果的に開催し、平成 21 年度補正予算対応の検討

などの重要案件に対し、迅速かつ的確な経営判断を実

施した。 

○ 平成 19 年度に策定した業務・システム最適化計画

に基づき、システムコストの削減、システム調達にお

ける透明性の確保及び業務運営の効率化を推進した。

○ なお、福祉医療貸付事業及び退職手当共済事業に係

る電子システムについては、機能の追加や改善などを

実施し利用者の利便性の向上を図ることにより、同シ

ステムの利用率が向上（福祉医療貸付事業の事業報告

書 55％（前年度 6％）、退職手当共済事業の掛金届等

79％（前年度 75％））し、業務の効率化に寄与した。

○ 契約については、平成 20 年度に一層の競争性及び

透明性を確保する観点から整備した「企画競争・公募

による調達マニュアル」に従った調達を徹底した結果、

平成 21 年度末において、「随意契約見直し計画」（平

成 19 年 12 月策定・公表）における見直し後の目標

を達成した。 

○ 一般管理費等の節減については、本部ビル賃借料の

引き下げ、再リースの活用等により、平成 21 年度予

算（平成 19 年度予算と比べて 6.2％縮減）の縮減幅

を上回る 12.4％の額を節減した。 

○ また、業務の効率化、経費節減、エコ対策等の観点

から、会議資料のペーパーレス化、パンフレット等の

発行部数の見直し、本部事務所の賃借料の引下げ、複

写機等の再リースの実施などに取組みコストの節減を

図った。 

[福祉貸付事業] 

○ 政府において策定された「経済危機対策」（平成 21

年 4 月 10 日）の一環として、介護基盤の緊急整備に

係る補助事業の対象となった特別養護老人ホーム等に

対し、融資率の引上げ及び貸付利率の引下げなどを講

じた優遇融資を実施した（161 件、57,386 百万円）。

○ また、金融危機の影響による経済情勢の急激な悪化

等により一時的に資金不足が生じている社会福祉事業

施設に対し、貸付利率の引下げ及び保証人の要件緩和

などを講じた経営資金により緊急融資を実施した（実

績：22 件、865 百万円）。 



 

 

○ 平成 21 年度において、利用者等からの要望等を踏

まえ、当機構において保証人のあり方について検討を

行い、国と協議のうえ、平成 22 年度から借入申込者

が希望した場合、貸付利率に一定の上乗せ（オンコス

ト）を行うことで、個人保証を要しない融資制度を新

たに創設し利用者サービスの向上を図ることとした。

（オンコスト利率 0.05％） 

○ また、介護保険施設に対する施設整備費補助金の減

少や介護報酬の大幅な増加が期待できないことから、

施設経営者から長期かつ安定的に資金調達できる仕組

みを構築するよう利用者等からの要望を踏まえ、平成

22 年度からユニット型特別養護老人ホームの償還期

間等の延長を実施することとした。 

[医療貸付事業] 

○ 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、政府において

策定された「経済危機対策」の一環として、金融危機

の影響による経済情勢の急激な悪化等により一時的に

資金不足が生じている医療機関に対し、最優遇金利の

適用などを講じた経営安定化資金により緊急融資を実

施した（実績：505 件、40,442 百万円）。 

○ また、耐震基準を満たすために補強改修工事や建替

整備を行う医療機関への融資について、融資率の引上

げ及び貸付利率の引下げなど講じた優遇融資を実施し

た（実績 18 件、26,091 百万円）。 

○ さらに、出産育児一時金等の直接支払制度の実施（平

成 21 年 10 月）により、一時的な資金不足となる産

科医療機関等に対し、貸付金利の引下げ及び無担保融

資可能額の引上げなどを講じた経営安定化資金により

融資を実施した（実績 166 件、4,247 百万円）。 

○ 平成 21 年度において、利用者等からの要望等を踏

まえ、当機構において保証人のあり方について検討を

行い、国と協議のうえ、平成 22 年度から借入申込者

が希望した場合、貸付利率に一定の上乗せ（オンコス

ト）を行うことで、個人保証を要しない融資制度を新

たに創設し利用者サービスの向上を図ることとした。

（オンコスト利率 0.2％） 

[長寿・子育て・障害者基金事業] 

○ 平成 21 年 11 月の行政刷新会議における事業仕分

けの結果を踏まえ、事業費の削減を図る観点から、広

報事業の廃止又は見直しを行った。 

 



 

 

[心身障害者扶養保険事業] 

○ 平成 20 年度まで保険契約に係る事務処理を委託し

ていたが、平成 21 年度からは、内部処理（システム

構築）で対応が可能となったため、委託を廃止しコス

トの削減を図った。 

[年金担保貸付事業・労災年金担保貸付事業] 

○ 平成 22 年 2 月から、年金担保融資を利用される方

にとって必要な資金が融資され、無理のない返済とな

るよう、「資金の必要額等の確認強化」、「満額返済の廃

止」、「返済回数の増加」及び「条件変更制度の新設」

などの制度変更を行い、利用される方にとって必要な

資金が融通され無理のない返済となるような取扱いを

開始した。 

 

≪平成 22 年度以降における見直し（予定）≫ 

○組織のスリム化 

平成 22 年度に理事 1 名を削減したところであり、

平成 23 年度には、本部の管理部門を再編し、管理職

ポスト 3 名（部長 2 名、課長 1 名）を削減する予定

である。 

また、大阪支店の管理部門を廃止し、管理職ポスト

1 名（次長）及び課長代理ポスト 1 名の計 2 名を削減

する予定である。 

○余剰資産などの売却 

平成 22 年度中に職員宿舎（26 戸）の入札手続き

を実施する予定である。また、平成 22 年度中を目途

に公庫総合運動場の入札手続きを実施する予定であ

る。 

○国からの財政支出の削減 

福祉保健医療情報サービス事業（WAM NET 事業）

の見直し・大阪支店の管理部門の廃止、人件費の削減

（平成 24 年度までにラスパイレス指数を概ね 100

とする。）、電力使用量の削減、出張旅費の削減等によ

り財政支出の削減を図る。 

○事務・事業の改革 

【福祉貸付事業、医療貸付事業】 

資金交付時の審査期間の更なる短縮や申請書類の更

なる簡素化などの取組を徹底し、利用者サービスの更

なる向上に向けた取組を徹底する。 

【年金担保貸付事業、労災年金担保貸付事業】 

省内事業仕分け及び行政刷新会議仕分け結果を踏ま



 

 

え、国・機構において、制度を廃止する場合の影響等

を把握するための実態調査を５月下旬～６月にかけて

実施し、その調査結果を踏まえ、事業の廃止及び代替

措置の検討を平成２３年度予算の概算要求に向けて進

める。  

 

②－２業務委託等

を行うことの必要

性の検証 

【福祉医療貸付事業】 

○ 当該事業については、全国からの借入申込に対して、

限られた予算の範囲内で、東京本部の他に大阪支店を

設置し、利用者サービスの向上を図っているところで

あるが、社会福祉事業施設や医療機関等の設置者につ

いては、財政基盤が脆弱な法人等が多いことから、借

入申込者の負担軽減を図るため、借入申込のうち、融

資額が少額であるもの、専門的な融資審査を要しない

もの又は都道府県等との密接な連携を要しないもの等

については、効率的な業務運営を実施するため、業務

の一部を民間金融機関等に委託している。 

 

【年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業】 

○ 当該事業については、全国で毎年 22 万人を超える

年金受給者の利用があり、本人確認や借入意思確認等

の貸付業務の補助的業務が必要となることから、限ら

れた予算の中で、効率的な業務運営を実施するため、

制度開始当初より業務の一部を民間金融機関等に委託

している。 

なお、当該事業については、運営費交付金等の国か

らの財政措置を受けていない。 

 

【承継年金住宅融資等管理回収業務】 

○ 当該業務については、全国で約 42 万 5 千件（平成

21 年度末）の残高件数を有しており、管理回収業務

といった専門的な金融業務が必要となることから、限

られた予算の中で、効率的な業務運営を実施するため、

制度開始当初より業務の一部を民間金融機関等に委託

している。 

なお、当該事業については、運営費交付金等の国か

らの財政措置を受けていない。 

 



 

 

③公益法人等との関係

の透明性確保 

（契約行為については、

項目５「契約」に記載） 

１ 公益法人等との取引内容 

福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律

（平成５年法律第３８号）第７条に基づく指定法人で

ある財団法人テクノエイド協会に対し、「福祉用具の研

究開発及び普及の促進に関する法律」に基づき、同法

律の目的を達成するため財政支援するとした国等の責

務の一環として、当機構の長寿・子育て・障害者基金

事業による交付金を交付している。 

（参考）過去５か年の交付金の額の推移     （単位：千円）

17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

284,256 271,087 265,261 260,473 212,915

 

また、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第

28 条の 2 に基づく指定法人である財団法人長寿社会

開発センターに対し、「老人福祉法」に基づき、同法律

の目的を達成するため財政支援するとした国等の責務

の一環として、当機構の長寿・子育て・障害者基金事

業による交付金を交付している。 

（参考）過去５か年の交付金の額の推移     （単位：千円）

17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

110,544 121,602 112,136 113,144 77,506

 

２ 取引の妥当性 

長寿・子育て・障害者基金事業の交付に当たっては、

外部有識者からなる基金事業審査・評価委員会におい

て、毎年度、厳正に審査の上、決定しており、妥当な

ものであると考える。 

 

３ 事後評価の実施 

外部有識者からなる基金事業審査・評価委員会の評

価部会を開催し、同委員が事業の達成度・効果等につ

いてヒアリング調査を実施し、調査結果を法人に対し

てフィードバックするなど、交付後における事後評価

を行っている。 

 

なお、平成 22 年度以降については、平成 21 年 11

月の行政刷新会議における事業仕分けにおいて、長

寿・子育て・障害者基金を全額国庫に返納することと

なったことに伴い、当該指定法人に対する交付金も廃

止されることとなった。 

 



 

 

④監事監査 

・内部監査 

の実施状況 

監事監査 

<平成 21 年度の業務に係る経理監査・業務監査> 

「監査の視点」及び「監査の重点項目」を踏まえ、ヒ

アリング並びに書面、抜検による実物及び実地監査その

他適当と認める方法により監査を実施した。 

（１）平成 21 事業年度業務監査 

各部署の業務の実施状況について（全 10 部 1 支店）

（２）平成 21 事業年度会計監査（決算関係） 

①貸借対照表、損益計算書等財務諸表 

②事業報告書及び決算報告書 

③行政サービス実施コスト計算書 

④収入支出予算の執行状況及び資金計画の運用状況

（３）平成 21 事業年度特定事項監査 

①入札・契約の状況 

②給与水準の状況 

③内部統制の状況 

④情報開示の状況 

⑤委託先のガバナンス等の状況 

<さらに、不適正な会計経理が行われていないかの監査> 

不適正な会計経理に係る監査は、機構全体における決

算会計監査（各部に対し、平成 22 年 4 月から 6 月に実

施）の他、経理部に対する業務監査（平成 22 年 2 月か

ら 3 月に実施）及びその一環として、会計監査人（平成

22 年 6 月に監査結果説明書を受領）、内部監査部門と連

携を図り監査を実施した。 

 

内部監査 

＜平成２１年度の業務に係る経理監査・業務監査＞ 

（１）内部監査６部署の実施（情報システム部、企画指

導部、助成事業部、総務部、経理部、共済部） 

（２）保有個人情報保護監査の実施（全１０部１支店）

（３）受託金融機関業務監査の実施（９銀行、１信用金

庫、１信用組合） 

（４）助成事業に係る助成先業務監査の実施（９団体）

（５）交付金交付先業務監査の実施（２団体） 

（６）外部業務委託先に対する監査の実施（１業者） 

<さらに、不適正な会計経理が行われていないかの監査> 

経理部に対する業務監査（平成 22 年 1 月から 2 月に

実施）として、不適正な会計経理が行われていないかを、

書面や決裁等を抜検しながら監査を実施した。 

＜会計事務関係＞ 

（１）日計表 

（２）各勘定別口座の残高証明 



 

 

（３）合計残高試算表 

（４）支出決定決議書、振替伝票 

＜契約事務関係＞ 

（１）消耗品の購入等に係る書類 

（２）取引先評価表、取引先再評価表 

＜固定資産管理事務関係＞ 

（１）固定資産台帳 

（２）不動産現在額報告書 

（３）物品現在高報告書 

 

上記の書類の突き合わせ等により、納品と検収作業は

適正に実施されていること等、不適正な会計経理の処理

は行われていないことを確認した。 
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     （別添） 

    
  平成２１事業年度監事監査報告書 

 
 

独立行政法人 福祉医療機構 
監事 宮地 薫 
監事 丸田康男 

 
 
 独立行政法人通則法第１９条第４項及び第３８条第２項の規定並びに独立行

政法人福祉医療機構監事監査規程（以下「監査規程」という。）に基づき実施し

た独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）の平成２１年４月１日か

ら平成２２年３月３１日までの平成２１事業年度における業務及び会計監査の

実施について、監査規程第１２条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。 
記 

 

I. 監査方法の概要 
1.  役員会その他機構の重要な会議に出席するほか、重要な決裁文書等を閲覧

するとともに、必要に応じ、各業務の状況を聴取した。 
2.  平成２１事業年度監事監査計画に基づき、本部及び大阪支店の業務につい

て、書面又は実地等により業務監査を実施した。 
3.  平成２１年度事業報告書について、業務監査を実施した。 
4.  財務諸表、決算報告書及び事業報告書（会計に関する部分に限る。）等会

計監査については、会計責任者への聴取等を行うとともに、会計監査人から

監査に関する報告及び説明を受け、監査を実施した。 

 
II. 監査結果 

1. 会計監査 
（１）貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益の処分又

は損失の処理に関する書類、行政サービス実施コスト計算書及び附属明

細書（以下「財務諸表」という。）は、関係法令及び独立行政法人会計基

準等に準拠して、適正に作成されており、機構の財政状態、運営状況等

財務運営に関する情報を正しく示していると認められた。 
（２）決算報告書は、機構の予算の区分に従って、決算の状況を正しく示し
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ていると認められた。 
（３）事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、機構の運営状況を正しく

示していると認められた。 
（４）会計監査人の監査の方法及び結果は、相当であると認められた。 

 
2. 業務監査 
（１）機構は、福祉医療貸付事業、福祉医療経営指導事業（以下「経営指導

事業」という。）、長寿・子育て・障害者基金事業（以下「基金事業」と

いう。）、退職手当共済事業、心身障害者扶養保険事業、福祉保健医療情

報サービス事業（以下「WAMNET 事業」という。）、年金担保貸付事業

及び労災年金担保貸付事業並びに承継年金住宅融資等債権管理回収業務

と、８事業及び１業務を実施しているが、国の方針並びに関係法令及び

機構の諸規程等に従い、適正、妥当な執行がなされていると認められた。 
また、法令若しくは業務方法書等に違反する重大な事実は認められな

かった。 
なお、基金事業については、平成２１年１１月に実施された行政刷新

会議ワーキンググループによる事業仕分けにおいて、基金は全額国庫に

返納し、平成２２年度以降の助成財源は毎年度予算要求すること、との

評決が下された。これによって基金事業は廃止され、代わって、新たに

社会福祉振興助成費補助事業が創設されることとなった。 
（２）事業報告書は、機構の業務の執行状況を正しく示していると認められ

た。 

 
III. 監査概要 

1. 会計監査  
（１）平成２１事業年度収入支出予算等の事務処理状況 

① 収入支出予算の執行・管理は、関係法令、独立行政法人福祉医療機構

会計規程等に従い、適正に行われている。 
② 収入支出報告書及び合計残高試算表は、毎月適正に作成され、理事長

に報告されている。 
（２）平成２１事業年度決算報告書 

   決算報告書の作成は、機構の予算の区分に従い、独立行政法人会計基準

等に準拠して、適正に行われている。 
（３）平成２１事業年度財務諸表 

   ① 平成２１事業年度において、８０８億円の当期総利益を上げている。

また、７１５億円余の利益剰余金を計上している。 
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② 当期純損失を計上した勘定はない。 
 保険勘定は、平成２１年度の運用収入がプラスに転じたことにより、

繰越欠損金が前年度末比１６億円減少したものの、繰越欠損金の解消

には至らなかった（平成２１年度末繰越欠損金９６億円）。 

         
２．業務監査 
（１）適正な業務運営の実施状況について 

   ①経営理念の明確化 
機構は、平成２０年１０月に、経営の方向性を明確化し、ガバナン

スの強化を図ることを目的にして機構の経営理念として「福祉医療機

構 民間活動応援宣言」を作成し、「お客さまの目線に立ってお客さま

満足を追求すること」、「健全性の確保」を主要なテーマに業務の推進

を図ってきている。各部の重点目標も経営理念を踏まえて作成されて

いること、毎回の経営企画会議や期初・年初等節目での理事長のメッ

セージがイントラネットなどを通じて全職員に常時発信されているこ

となどもあり、経営理念の組織内への浸透が図られている。同時に、

この経営理念の周知を図る広報活動も、機構ホームページへの掲載、

リーフレットの作成など多くの媒体を通じて行われている。 
また、トップマネジメントの強化の一環として、役員会の強化が図

られているほか、トップマネジメントの要として従来から設置されて

いる経営企画会議においては、適時適切な経営判断と効果的な対応が

図られ、適正な業務運営が推進されている。 

 
②法令等遵守態勢（コンプライアンス）に係る状況 

機構には、機構の公共的使命と社会的責任を踏まえ、適正かつ健全な

業務運営の徹底を図り、企業倫理を確立することが求められている。 
機構の業務は、法令等に基づくものであり、その遵守により成り立つ

ものであるが、機構は、規程やマニュアルの整備と事務の標準化を進め、

法令等を遵守した適切な事務処理態勢の整備に努めている。 
なお、個人情報については、顧客保護等の観点から適正な管理が求め

られていることを踏まえ、個人情報管理規程等に基づき重要文書や外部

記録媒体の適切な保管の徹底などのほか、情報漏えい対策ソフトを導入

し、CD 等の媒体への書込み制限などの措置もとっている。 
このような体制整備に努めているところであるが、平成２１年度にお

いては、郵便の誤送付による個人（顧客）情報の漏洩事故が２件発生し

ている。いずれも、都度、お客様ご本人への説明と謝罪及び関係機関へ
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の報告を行ったほか、機構ホームページにおいて事実関係及び今後の対

応並びに当面の再発防止策について公表している。また、こうした事故

を契機に、機構各部署における郵送手順の現状確認と郵送手順の改善方

法の検討なども行われているが、事故を根絶するには至っていない。よ

り実効性のある再発防止策を確立することが必要である。なお、いずれ

の事故も２次被害は発生していない。 
現在、法令順守態勢整備の一環として、コンプライアンス委員会の設

置や内部通報制度の整備の検討が進められている。前項の経営理念によ

る機構ミッションの明確化とトップマネジメントの強化、次項の内部統

制・リスク管理の有効性を確保するための態勢整備と相俟って、機構全

体のガバナンス体制の一層の強化が図られることとなる。 

 
③内部統制・リスク管理等に係る状況 

機構においては、内部統制・リスク管理等の強化について強い問題意

識を持っており、役員会のあり方の見直しやトップからの情報発信の強

化など統制環境の面での改善や、監査部門の強化などモニタリング面で

の改善などに取り組んできている。 
平成２１年度においては、「リスク管理・危機管理基本方針」が制定

され、リスク管理・危機管理の態勢が整備された。リスク管理について

は、機構の抱えるリスクの総体について、リスクの抽出、リスクの評価

を経て、リスク管理委員会にてリスク対応計画を策定した。これは、各

事業において抽出した信用リスク・事務リスク等の各種リスクについて、

リスクの影響度・発生可能性の観点から評価し、優先対応リスクを抽出

したものであり、今後、各リスク所管部署にて計画に示された課題・対

応事項に取り組むこととなっている。これらの取組は、半年に一度リス

ク管理委員会にて評価が行われ、計画が更新される仕組みである。なお、

事業継続計画の策定が重要な課題として認識されている。 
今後は、態勢整備の段階から、内部統制・リスク管理等の有効性を高

めるための運用上の工夫の在り方へ、より重点が置かれる段階に移行し

ていくものと考えられる。 
現在における主要なリスク管理の在り方は以下のとおりである。 

ア 事務リスクの管理 
各部において所管の業務に係る事務リスクについて、リスクの高

い事項に係るダブルチェックの徹底等、その極小化に努めている。

また、QMS 内部監査等において、モニタリング等が行われている。 
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    イ 信用リスクの管理 
      福祉医療分野を取り巻く厳しい経営環境を反映し、機構のリスク

管理債権については、財務の観点からも、注視が必要な状況にある。 
機構としては、信用リスクの軽減を図るため、リスク管理債権へ

の対応を最重要課題の１つと位置づけ、貸付先に対するモニタリン

グの強化、リスク管理債権の発生原因分析や未然防止に取り組んで

きている。 
リスク管理債権比率は、平成１７年度をボトムに上昇に転じ、平

成２０年度末には２．９７％に達していたが、平成２１年度末は、

前年度末比０．４８％の低下となり２．４９％となった。この要因

としては、機構の対応もあり、平成２１年度においては新規発生の

リスク管理債権が件数・金額ともに前年度比大幅に減少したこと、

また、貸出条件緩和先で計画に沿った改善が認められる先等につい

て自己査定により正常先としたこと、等が挙げられる。 
なお、機構は、後述するように、病院等の経営安定化資金ニーズ

に積極的に対応してきているが、こうした貸付先については特に資

金繰りの変化などに早めに対応できるようモニタリングしていくこ

とが必要である。 
一方、リスク管理債権の増加要因とはなるが、政策金融の使命に鑑

み、経営の厳しい融資先からの条件緩和の相談には積極的に応じ、

経営の立て直しを側面から支援してきている。平成２１年度の条件

緩和債権の新規発生は４３件、２０２億円と前年度（３９件、３１

５億円）に比べ件数は増加したものの金額は減少に転じている。貸

出条件の緩和によってリスク管理債権となったものについてその後

の状況をみると、３年以上経過した案件については正常債権化した

ものが８割を超えており、条件緩和による経営支援が成果を上げて

いるものと認められる。 
また、信用リスク管理においては、貸付部門と債権管理部門との

連携の一層の強化も必要であり、貸付部門から引き継がれる業況注

視案件や申し送り事項の取り扱いなど、統一的な仕組み作りとそれ

に基づいた強力な連携の構築に取り組んでいる。さらに、機構の経

営支援室において福祉医療経営指導のノウハウの蓄積も進んでおり、

こうしたノウハウも経営の立て直しに活用していくことが必要であ

る。大変厳しい状況に置かれている福祉医療経営の立て直し支援に

向けては、引き続き機構の総合力を結集して取り組んでいくことが

不可欠である。 
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機構は、リスク管理債権の動向について、毎月経営幹部に報告す

るとともに、リスク管理債権区分別の管理状況等についても、四半

期ごとに経営幹部に報告を行っている。幹部による検証等のチェッ

ク機能は有効に働いていると認められる。 
ウ 市場関連リスク及び流動性リスクの管理 

      市場関連リスクについては、マチュリティ・ラダー分析、デュレー

ション分析等の手法により、金利リスクの把握に努め、財政融資資

金借入年限や債券発行年限の多様化等により金利リスクの低減が図

られている。 
流動性リスクについては、財政融資資金及び財投機関債の長期・

安定的な資金を確保している。また、資金繰り状況を把握し、民間

金融機関からの短期借入を実施するなど、適切なリスク管理に努め

ている。 
エ システムリスクの管理 

機構が保有する情報資産には、個人情報など極めて重要な情報が

多数含まれており、情報漏えい対策、不正侵入防止策その他情報資

産の安全を確保するための措置が重要になってきている。このため、

機構は、平成１６年度に情報セキュリティポリシーを定めたのを手

始めに、情報漏えい対策ソフトの導入等、情報資産の安全を確保す

るための各種措置を講じてきている。 
平成２０年度末には、「情報セキュリティポリシー実施手順書」の

改定を行い、併せてセキュリティポリシーの遵守状況を自己点検す

る仕組みを取り入れている。また、全役職員を対象に情報セキュリ

ティ研修を実施している。今後ともシステムリスクを軽減するため

の努力を続けていく必要がある。 

 
このほか、機構は、適正な業務運営等を推進するため、そのツールと

して、品質マネジメントシステム（QMS 活動、平成１９年度に全業務に

拡大）を導入しているほか、基金事業等において、外部有識者の意見を

業務に反映させる仕組を設けている。基金事業の場合で言えば、助成の

基本方針の策定や助成事業の選定、事業終了後の事後評価等について、

外部有識者をメンバーとする「基金事業審査・評価委員会」の審議を経

たうえで決定されることとなっており、事業の透明性、適正性の確保が

図られている。 
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（２）役割発揮の状況等について 
機構は、適切なマネジメントの下で、各事業とも、その役割の発揮に

向けて、積極的な取組に努めていると認められる。役割の発揮状況等に

ついて、例示すれば、次のとおりである。 
① 機構の中核事業である福祉医療貸付事業については、医療制度改革  

等の一環として診療報酬や介護報酬の改定等が進められる中、病院等

においては施設整備に対し慎重な姿勢が続いており、ここ数年、資金

需要は弱含みで推移してきたが、平成２１年度は、新規借入申込額で

みて前年度比３割強の増加に転じている。これは、福祉貸付では特別

養護老人ホームや保育所の建設資金需要が増大したこと、また、医療

貸付では、施設整備資金需要はほぼ前年並みであったものの、経営環

境変化に伴う経営安定化資金の需要が大幅に増大したことが主因であ

る。 
こうした状況の中、機構は政策金融の使命に鑑み、相談案件の政策

優先度を勘案するとともに、ニーズにきめ細かく、迅速に対応するこ

とにより、国の政策に即した福祉医療の基盤整備や経営の安定化に資

する融資を推進している。 
ア 福祉貸付においては、老人福祉施設、児童福祉施設及び障害者福

祉施設の整備への重点的な融資を行っており、特に、「新待機児童ゼ

ロ作戦」の中核である保育所の整備、障害者の就労支援事業、スプ

リンクラー等整備や耐震化改修事業などについては政策的重要推進

課題として、融資率の大幅引き上げなど融資の推進に努めており、

また、介護基盤の緊急整備に係る融資条件の優遇や緊急的な経営資

金貸付の実施など、社会状況や経営環境の変化に対応した融資の推

進にも努めている。 
また、協調融資制度の活用により、社会福祉法人においては民間

金融機関からの円滑な資金調達につながっているところである。対

象範囲の福祉貸付全体への拡大や覚書締結金融機関の増加などによ

り、民間金融機関との一層の協調の促進が図られている 
イ 医療貸付においては、病院の病床不足地域や診療所不足地域にお

ける病院・診療所等の施設整備について、都道府県医療計画に即し

た融資を行い、これら地域の医療施設等の整備の促進を支援してい

る。また、政策性の高い施設整備等を支援する観点から、中小規模

病院に対する融資などに積極的に取組んでいる。 
さらに、昨今の経済・金融情勢の悪化による病院等の経営環境の

悪化を背景に、経営安定化資金の借入申込件数は、平成２０年度の
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１５３件から平成２１年度は６７７件へと著増している。機構によ

る政策融資が病院等の経営を支える状況が窺える。 
また、出産育児一時金等の直接支払制度の実施に伴い入金が遅れ

ることによる一時的な資金不足に対する運転資金の融資について、

貸付利率の引き下げや無担保融資可能額の引き上げ等の優遇措置を

講じ、より利用しやすいものとしている。 
ウ 機構の融資は、その時々の国の福祉医療政策を金融面から支える

ものであり、幅広く、融資制度の周知普及や融資方針等を周知する

ことも機構の重要な役割の一つである。福祉貸付、医療貸付ともに、

「融資のごあんない」やリーフレットの作成・ホームページへの掲

載、関連団体を通じた周知活動や融資相談会の実施など、多様な方

法で制度周知に取り組んでいる。 
      この点に関し、福祉貸付では「融資のポイント（ガイドライン）

について（融資相談から事業完了まで）」を作成しホームページで公

開した。これは、融資に際して機構が確認を行う事項を手続きの流

れに沿って具体的に示したもので、福祉政策の動向や多様化する現

場ニーズ、さらには機構に蓄積された優良な施設整備・健全な施設

運営のためのチェックポイントなどを具体的に盛り込んだものと言

える。このガイドラインは、借入を検討するお客さまにとって事前

に要件が可視化されたものとなったばかりでなく、行政やサービス

利用者にとっても有益な情報であり、機構の融資を通じて質の高い

サービス基盤の普及に寄与するものと評価できる。 

   
② 経営指導事業は、個別経営診断やセミナーを通じて、福祉や医療サ

ービス等を提供する施設の経営を支援するものである。平成２１年度

の経営分析診断は、総件数が１，２７３件と前年度比１０％の増加と

なった。また、１７回開催したセミナーでは受講者が前年度比約１６％

増加し３，４２１人に達した。アンケート調査によると、個別経営診

断、セミナーともに、高い満足度を得ている。 

セミナーについては、受講者アンケートに基づき、福祉・医療施設

の経営者による経営戦略、経営課題及び経営改善事例等の実践的な事

例を多く取り入れたことが受講者の増加、満足度の向上につながった

ものと考えられる。 
一方、経営診断については、機構の専門性が最も発揮される実地調

査経営診断及び経営分析診断の在り方に関し、既往顧客へのヒアリン

グを実施し、診断メニューの改善や経営診断の将来構想等について検
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討が行われているが、現時点では具体的な方策としてまとめられるに

は至っていない。福祉医療施設を取り巻く経営環境は、引き続き厳し

い状況が続くものと思われ、機構ならではの専門的なノウハウや蓄積

された情報等を活かした経営診断・指導事業の一層の展開が期待され

ている。経営理念を踏まえた今後の経営支援事業の全体像（方向性）

を改めて検討していくことが必要である。 

 
③ 基金事業については、高齢者や障害者の在宅福祉、子育て支援等に

取組む民間団体の活動に対し、基金の運用益によって助成を行い(平成

２１年度採択１，００３件、計３４億円)、民間の創意工夫を活かした

地域に密着した福祉活動の裾野の拡大に寄与しており(採択のうち、５

０．７％がＮＰ０法人)、少子・高齢化が進展する中、その政策的意義

と役割は今後一層高まっていくものと思われる。 
平成２１年度においては、従来の公募期間（前年度の９月～１０月）

とは別に、助成金の要望時期に柔軟に応えられるよう、いわば追加分

として「特別助成」を平成２１年６月に募集し３４件を採択した。ま

た、平成２２年度分助成事業の募集について、助成区分の名称変更、

優先的に助成を行う重点助成分野の見直し、NPO 等に対する謝金の助

成対象範囲の見直し、等の見直しが実施された。 
基金事業は、募集→審査・選定→採択（以上前年度）→事業実施（当

年度）→事後評価（翌年度）→フォローアップ調査（事業終了１年以

上経過後）という長いスパンで進められるが、最終評価・フォローア

ップ調査結果が募集要領に反映され、また、中間評価結果が選定方針

に反映されるなど、PDCA サイクルが円滑に機能しているものと認め

られる。 
また、フォローアップ調査結果によれば、助成事業の継続状況は２

年後において各年度分とも９０％を超えており、助成団体にとっても、

組織の活性化、信用度の向上、組織の拡大等に成果がみられ、さらに、

他団体とのネットワークの構築などの波及効果もあり、助成事業の果

たしている役割の大きさが窺える。 
事後評価結果は公表され、ヒアリング評価実施先（２１年度対象１

１６事業）には結果のフィードバックが行われている。また、普及啓

発活動は、助成の成果を個別の助成団体や特定の地域に止めることな

く、全国各地の団体・グループ等へ幅広く周知・普及させ、成果の最

大化を図るための重要な活動の一つである。機構のホームページや広

報誌等を活用した総合的な広報による普及活動を行うなど、より一層
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お客さま目線に立った、工夫を凝らした広報が求められる。 
また、機構職員の専門性の向上も引き続き課題となっている。 
前述の行政刷新会議による事業仕分けの結果に基づき、機構は国と

協議の上新たな助成制度を立ち上げると共に、経費削減の観点から各

種対応を実施することとしている。 

 
④ WAMNET 事業については、福祉保健医療に関係する民間団体等が

利用できる共通のネットワーク基盤を整備するとともに、介護事業者

情報、病院・診療所情報、障害者福祉サービス事業者情報など福祉保

健医療関連の情報をインターネットを通じて、広く一般に提供してい

る。また、機構関連部との連携により、障害者就労支援事業の優良な

取組の配信や社会福祉法人会計に関する情報を掲載するなど、提供す

る情報の充実を図っている。 
平成２１年度のアクセス件数は、目標を上回る１，４１２万件（前

年度１，３５４万件）となり、福祉及び保健医療サービス利用者の利

便の向上に寄与している。 
WAMNET 事業については、今後とも費用を縮減しつつ情報の充実・

利便性の向上を図っていくことが求められている。 
なお、厚生労働省内事業仕分けの結果、重複する行政情報の掲載を

廃止することとしている。 

 
⑤ 年金担保貸付事業及び労災年金担保事業については、毎年２０万件

超の資金需要に対応しており、融資を通じて年金受給者の生活の安定

に寄与している。ただし、ごく一部の利用者に、年金担保貸付を受け

た後、返済途中で生活が苦しくなり生活保護を受ける者、当制度利用

と生活保護受給を繰り返す者など、当制度の本意としない事例がみら

れた。このため、年金受給者にとって無理のない返済となるよう、平

成２２年２月、資金の必要性の確認強化、返済方法は定額返済のみと

し満額返済を廃止、貸付後生活困窮に陥った場合に返済期間を一律３

年に延長する返済条件変更の導入、等の取扱変更を行った。 
ただし、厚生労働省及び行政刷新会議の事業仕分けにおいて、年金

を担保に貸し付ける仕組みそのものが問題といった意見が出され、結

論として、新たなセーフティネットを用意した上で本事業は廃止する

こととされた。 

   
⑥ 退職手当共済事業については、社会福祉施設に働く職員の雇用環境
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の整備や雇用の安定に、心身障害者扶養保険事業については保護者死

亡後の心身障害者の生活の安定に寄与している。 
また、承継年金住宅融資等債権管理回収業務については、適切な債

権管理により、回収金の国庫納付が行われている（平成２１年度分納

付額４，２６１億円）。 

 
（３）中期計画及び年度計画の実施状況について 

    機構の中期計画及び平成２１年度計画に基づく業務執行については、

毎月開催される経営企画会議において執行状況を検証・管理する等適切

なマネジメントの下で実施されており、目標はほぼ達成されている。た

だし、中期計画目標のうち、リスク管理債権比率については、前述のと

おり平成２１度末２．４９％と前年度末比０．４８％の改善となったが、

引続き目標未達の状況にある。 

    
（４）業務の効率性向上に係る取組について 
   機構は、経営の有効性及び効率性・経済性を高める観点から、様々な

経営改善に取組み、効率的な業務運営等の推進に努めている。 
①経営のスリム化等の取組   

   機構は、限られたマンパワーで独自の専門性を発揮していくために、

毎年度、本部・支店の人員配置等を見直し、経営資源の有効活用に努

めている。 
  ア 平成２１年度においては、監査課を総務部所属から監査室として理

事長直属とし組織上の独立性を確保、リスク管理債権の抑制と迅速

な対応のため管理部の組織を見直し債権管理体制を強化、等の組織

見直しを行い、同時に課長ポストを１ポスト削減した。平成２１年

度末の常勤職員数は２６０人（前年度末比＋１０人）である。 
平成２１年度末には理事ポストを１ポスト削減した（４→３ポス

ト）。 
イ 国家公務員の給与構造の改革を踏まえた各種の取組（給与水準の

見直し（平成１６年実施）、査定昇給制度の導入（平成２０年４月実

施））や管理職層を対象とする本俸の引き下げ（平成２２年４月実施）

等により、人件費の抑制に取組んでいる。対国家公務員のラスパイ

レス指数は、平成２１年度１１９．１％（前年度比▲０．５％）、同

地域・学歴勘案１０３．５％（同▲１．０％）と依然として高いが、

こうした取り組みにより年々低下してきている。 
今後とも、継続して、人事給与体系の整備、メリハリのある人事



 
12 

評価制度の運用等に取組み、人件費の抑制に取組んでいく必要があ

る。 
    ウ 経営理念に、「専門性を磨き、民間活動への支援の質を高め、福祉

と医療の向上を目指します。」と掲げられているとおり、機構の役割

を発揮し、顧客満足度を高めていくためには、人材の育成が機構の

重要な課題の一つである。機構においては、このような状況を認識

し、外部講師等による若手職員勉強会を継続して実施しているほか、

研修体系の充実・見直し等に取組んでいる。 
さらに、平成２２年度当初の理事長示達の筆頭に「専門性の発揮

できる人材の育成」が掲げられ、担当理事を置いて取組みが行われ

ている。 
エ 平成１９年度から導入した「改善アイデア提案制度」については、

平成２１年度においても２６件の応募があり制度が定着してきてい

る。また、改善アイデアについては、実現可能なものから順次実施

してきている。 

 
②業務の電子化の推進等 

機構は、事務の効率性の向上と利用者の利便性の向上を進めるため、

申請業務等の電子化に取組んでいる。平成２１年度には、福祉医療貸

付事業の貸付先が毎年提出する事業報告書等電子報告システムについ

て利用者利便向上のための機能改善を図り、退職手当共済電子届出シ

ステムについてはこれまでの職員届・退職届に加えて、職員の加入届

についても機能追加するなど、電子化の推進に努めている。これらの

結果、システム利用率は、事業報告では６％から５５％へ、退職手当

共済では７５％から７９％へ向上しており、利用者・機構双方にとっ

て効率化が図られている。 
ＷＡＭＮＥＴ事業や退職手当共済電子届出システムでは、利用者ア

ンケートとその結果の公表をｗｅｂ上で行っており、利用者の利便性

向上に努めている。今後ともこうした取り組みを拡げ、顧客サービス

の向上、透明性の確保に努めていくことが求められている。 

    
③業務・システム最適化計画の推進 

機構は、国の業務・システム最適化方針を踏まえ、情報システムを

使用している主要な機構業務について、業務の効率性向上（業務・シ

ステムの効率化、運用コストの削減等）の観点から、平成２０年２月

に「業務・システム最適化計画」を策定し、平成２０年度から順次実



 
13 

施に移しているところである。 
ただし、最適化計画のうち WAMNET 次期システムについては、こ

れまで最適化計画に沿ってシステムの設計・開発を進めてきたが、運

営費交付金の削減により平成２２年度における WAMNET 事業での執

行可能額が制約要因となり、最適化計画を中断する状況となっている。 

 
   ④予算管理態勢の整備 
     一般管理費等の経費執行については、経営企画会議に執行状況等を

報告するなど、適正な執行管理に努めてきたが、今後とも、更なるコ

スト意識の徹底、人件費の削減、旅費等経費の節減等に努めていく必

要がある。 
     平成２１年度においては、「今後の情報システム調達の進め方につい

て」により、情報システム調達の優先順位付けの考え方を整理し、情

報システム関連費用の圧縮とともに計画的な執行を図ることとした。

また、「新たな予算管理スキーム」によって組織横断的な投資のチェッ

クや年度計画に連動した予算執行管理等に対応することなど、予算管

理体制の整備が行われた。 
     また、経費削減方策についても、既に会議のペーパーレス化等の多

岐にわたる事項が実施済みであるが、今後は PDCA サイクルにより効

果の測定・評価や新たな具体策の検討などが進められることとされて

いる。 

 
（５）顧客サービス向上等の取組状況について 

機構は、顧客サービスの向上を業務運営の主要な課題の一つと捉え、

その推進に取組んでいる。 
例えば、福祉医療貸付においては、融資審査等のより効率的な実施に

向け、融資の迅速化（受付から融資決定までの期間の短縮）や必要書類・

手続の簡素化等に努めている。また貸付金の償還に当たっては、これま

では振込方式のみであったが、平成２１年４月返済分から口座振替によ

る返済方法も選べることとなり、利用者にとっての利便性が向上した。 
平成２１年４月に政府から発表された「経済危機対策」の一環として、

融資条件の優遇措置を積極的に実施しているほか、出産育児一時金に係

る運転資金で優遇措置を講じていることなど前述のとおりである。また、

平成２２年度からは、一定の要件のもとで、貸付利率に一定の利率を上

乗せすることにより個人保証の免除を選択できる制度を導入している。

今後とも、こうしたお客さま目線に立った顧客サービスの向上に努める
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必要がある。 
また、退職手当共済事業では、退職手当金支給に係る事務処理の見直

しを図ってきており、平均処理日数の大幅短縮（平成１９年度６１．７

日→同２０年度４４．８日→同２１年度３７．６日）により、退職手当

金の早期受給につなげている。 
さらに、各貸付事業および承継年金住宅融資等管理回収業務において

は、中小企業者等金融円滑化法等の趣旨にかんがみ、返済条件の変更等

に迅速かつ適切に対応している。 
なお、顧客サービスの強化、機構の主体性の発揮、機構の総合力の強

化を目的に、機構横断的組織として平成２１年４月に発足した民間活動

応援本部の活動は、上期中、各種プロジェクトに精力的に取り組んでき

たが、事業仕分けへの対応等もあり、下期には実質的に中断を余儀なく

されている。こうした活動は機構が更なる役割発揮をしていくために有

効な活動と考えられ、今後の展開に期待したい。 

 
（６）契約業務の見直しと契約監視委員会の開催 

各独立行政法人共通の課題である「随意契約見直し計画」の推進のた

めに、これまで、契約審査会の見直し・強化や調達マニュアルの作成、 

また、機構ホームページの入札・公告等の調達情報へのアクセスが容易

になるようトップページを見直すなどの改善を行ってきた。こうした結

果、平成２１年度には随意契約比率は、件数ベースで前年度の２８．２％

（２２件）から６．４％（４件）にまで低下し、見直し計画の目標を達

成している。 
一方、競争性のある契約に移行したものの一者応札・一者応募となる

事例が散見される状況となっていることを受け、平成２１年７月、公告・

資格要件・仕様等、参加者への配慮に関し「『１者応札・１者応募』に係

る改善方策について」を策定して公表し、競争性の一層の確保に取り組

んできた。また、予定価格の算定事務において、統一的かつ適正になさ

れるよう「予定価格算定事務について」を定めて取組んでいる。 
こうした中、平成２１年１１月１７日の閣議決定に基づき、機構は契

約監視委員会を設置し、平成２２年１月２６日同委員会を開催し、契約

の検証を行った。委員会では以下のような意見があった。 
    （業務システムの保守、改修に係る契約について） 

・一般競争参加資格以外の参加要件については、競争の制限につな

がる恐れが高く、極力付すべきでない。 
・他のシステムに係る業務とのパッケージを組むなど、価格を下げ
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るための工夫の余地がある。 
（会場借り上げに係る契約について） 
・会場の立地やホールの形状など参加要件が厳しすぎる。競争を制

限している。 
・応札条件として「他団体の催し物が並行して開催されないこと」

など、条件が厳しく、競争を制限していると考える。 
・予定価格の算定にあたっては、会場の「単価表」を基に算定して

いると記載しているが、単価表はあくまで定価であることから、見

積書を入手して予定価格を算定すべきである。 
機構は、意見等のあった内容については、参加要件の大幅な緩和を行

うなどの対応を図ることとしている。 
さらに、平成２２年４月６日付厚生労働大臣からの「調達の適正化に

ついて（依頼）」に基づき、機構では、契約審査会において、一般競争入

札によらない場合にその理由を審査し、また、一般競争入札による場合

であっても特定の者に有利とならないよう仕様書等の内容を審査するな

ど、調達の適正化の徹底を図っている。 
機構は、契約監視委員会など外部の意見も積極的に取り入れつつ、引

き続き一層の公正性・透明性の確保やコスト削減に努める必要がある。 

 
（７）広報・情報発信の取組状況について 

機構の広報活動については、各事業の広報を基本とする多様な取組が

行われている。                                 

広報の重要性に鑑み、平成２０年度に機構の「広報活動方針」を定め、

その方針の下、毎年度、広報計画を策定し、ホームページや広報誌、各

種パンフレットなどあらゆる広報分野で「お客さま目線に立った、わか

りやすい広報」を実施することとして、各分野毎のアクションプランを

立てている。今後もこうしたアクションプランを着実に実施して広報効

果を上げていくことが求められる。 
情報公開については、ホームページを活用して、法律等で開示が義務

付けられているものについては漏れなく開示されている。機構の財務状

況や事業報告をはじめ機構の活動状況につき幅広く開示してきている。 
情報提供活動については、ホームページの掲載内容の充実に努めてい

るほか、月刊誌「WAM」の刊行、機構の保有する「経営分析参考指標」

等各種統計・調査等の情報提供サービスを行っている。 
情報提供活動については、機構の重要な役割の一つであり、機構の専 

  門性・独自性を活かし、一層、福祉医療施設等の経営に役立つ情報の発
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信に努める必要がある。 

    
（８）資金運用・調達等の状況について 

① 資金運用については、基金原資及び扶養保険資金の運用と一般勘定等

の余裕金（日々の収入と支出の差額から発生する資金）の運用が行われ

ている。 
     ア 基金原資は、ラダー型運用で行っているが、再運用額２７６億円

に対し、平均運用利回り１．６９％を確保し、国債の利回りを０．

２３％上回る実績を上げた。 
    イ 扶養保険資金の平成２１年の運用実績は、国内外の株価の回復を

主因に、５．７０％の運用利回りとなった（前年度▲５．８９％）。 
       ウ 一般勘定等の余裕金の運用は、安全かつ効率的に実施されている。

一般勘定については年間９６回の運用が行われ、平均残高１０９億

円、平均運用日数７．６日で、平均運用利回り０．１２％を確保し

た。なお、承継債権管理回収勘定における余裕金の運用について、

回収から運用スタートまでの日数を短縮することにより、更なる運

用の効率化を図っている。 
② 福祉医療貸付事業等の貸付原資調達のため、平成２１年度には４４

０億円の財投機関債（福祉医療機構債券）を発行している（１０年債

１００億円、３年債３４０億円）。ALM 分析の活用等により金利リス

クの低減を図るべく発行計画が策定されている。また、市場実勢に沿

った発行条件の設定や積極的な IR 活動の成果もあり、債券は円滑に販

売された。 
③ 経営指導事業及び WAMNET 事業については、自己収入の確保に努  

めており、経営指導事業は４５百万円（予算比約３割増）、WAMNET
事業は２０百万円（予算並み）の収入を上げている。 

 
（９）事業仕分けを踏まえた機構改革案 

機構は、前述のように、これまでも業務の効率性向上や顧客サービス

向上に取り組んできているが、平成２２年４月の厚生労働省省内事業仕

分け及び行政刷新会議ワーキンググループによる事業仕分けにおいて、

機構としての改革案を提示し、これらの事業仕分け結果を踏まえ、以下

のような改革案を取りまとめている。機構は、改革案を着実に実施して

いくことが求められている。 
（機構改革案の骨子） 
①組織のスリム化 



 
17 

  管理部門の再編等により２部２課を削減し、職員を５名削減。国家

公務員 OB は段階的に削減。 
②余剰資産などの売却 
  職員宿舎、公庫総合運動場の入札手続きを実施（簿価額８．９８億

円）。 
③国からの財政支出の削減 
  WAMNET 事業で行政情報の掲載を廃止、大阪支店の管理部門の廃

止・事務所スペースの削減、人件費の削減、等により、平成２３年度

運営費交付金を３９．４７億円とする（前年度比▲１．７３億円）。 
④事務・事業の改革 
 ア 年金担保貸付事業、労災年金担保貸付事業 
  国・機構において、制度を廃止する場合の影響等を把握するための

実態調査を５月下旬～６月にかけて実施し、その調査結果を踏まえ、

事業の廃止及び代替措置の検討を平成２３年度予算の概算要求に向け

て進める。 
 イ 福祉貸付事業、医療貸付事業 
  ・利用者サービスの更なる向上に向けた取組みの徹底 
  ・融資相談の強化 
  ・有事対応・機動性の強化 
  ・小規模組織に対する資金需要の支援の強化 
  ・社会医療法人等の公益性の高い医療機関に対する支援の強化 
  ・融資条件の改善等の利用者側の利便性の向上 

 
                            以  上 
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